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価値観と行動指針（Values and Behaviours）　　

存在意義（Purpose）

社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する。
（Build trust in society and solve important problems）

Vision 2020

ナンバーワン・プロフェッショナル・
サービス・ファームになる

・正しいと思ったら声を上
げる、それが困難と感じ
るときほど

・最高のクオリティを期待
し、生み出す

・自分自身のレピュテー
ションが問われているか
のように決断し行動する

・常に世の中の情報に通
じ、その将来について自
分の意見を持つ

・同僚、クライアント、そ
して社会と共に、行動を
通じ てインパクトを 生
み出す

・絶えず変化する環境に
スピード感をもって対応
する

・すべての人を個人として
尊重し、その人にとって
何が大切なのかを理解
する

・一人ひとりの貢 献を認
め合う

・周りの人の成長をサポー
トし、その人が最も能力
を 発揮できるやり方を
尊重する

・さまざまな境界を越え
て協働し、人脈、アイデ
ア、知識を共有する

・多種多様な視点、人材、
アイデアを求め、それら
を結びつける

・双方向のフィードバックを
通じて、互いを高め合う

・現状に挑 戦することを
いとわず、新しいことを
試す

・創造する、試す、失敗か
ら学ぶ

・いかなるアイデアに対し
ても先入観を持たない

Act with integrity Make a difference Care Work together Reimagine the possible

監査部門トップからのメッセージ

当法人は、“Build trust in society and 

solve important problems（ 社 会 にお

ける信頼を構築し、重要な課題を解決

する）”ことを存在意義（ Purpose）とし

ています。 監査業務においては、高品

質な監査を実施し、金融資本市場の健

全な発展に寄与することを通じて、この

Purposeを達成します。また、当法人は、

グローバルの変化に主体的に参加し、ク

ため、監査法人のガバナンス・コードの

導入に先駆け、2017年度より公益を代

表する有識者の目線を取り入れた公益監

督委員会（ Public Interest Body ）を設

置し、その提言・助言を積極的に法人経

営に活かしています。その他の監査法人

のガバナンス・コードの原則・指針につ

いても対応の強化を図っており、実効性

ある適用に取り組んでいます。

次に、人材についてです。当法人の人

材の特徴は、グロー バル対応能力の高

さ、業界・ 業種への深い理解および知

見、テクノロジーの対応能力の高さにあ

ります。これをさらに後押しするような

組織体制を構築し、その専門性を研磨す

る人材の確保、育成に取り組んでいます。

PwCグローバルネットワークと強固に

連携し、海外への人事異動も海外パート

ナーおよび職員の受け入れも積極的に

行っています。また、専門性の向上と異

なる専門性の相互作用の活性化のため

に、業種別組織による専門性の醸成と

部門を超えた人材異動を行っています。

しています。さらに、デジタル化に対応

するため、リスク・デジタル・アシュア

ランス部門を設置し、デジタルテクノロ

ジーの積極的な投資を行っています。ま

た、品質管理本部と各業務部門との連

携を強化するとともに、クオリティ・レ

ビュー部を新設し、定期的検証の実効性

を向上する取り組みを実施しています。

当法人は、激変する環境の中で、ス

テークホルダーの皆さまの期待に応える

ため、多様な人材を確保・育成し、パー

トナー および職員が一丸となっ て、高

品質な監査を実施し続けます。 真のプ

ロフェッショナルが集まった、ナンバー

ワン・プロフェッショナル・サービス・

ファームをこれからも目指していきます。

執行役副代表

アシュアランスリーダー

木内 仁志

高品質な監査を通じ、金融資本市場の健全な発展に貢献
真のナンバーワン・プロフェッショナル・サービス・ファームを
目指します

これらの人材を業務の拡大に応じて確

保し、育成するとともに、そのために必

要な投資を積極的に行っています。これ

らの他に、新たな育成・評価のフレーム

ワーク「 Global LDE（ Leadership De-

velopment Experience）」の導入、スピー

ド感のある人事・労務施策の企画・監督

をする人財会議の開催、職場環境の整備

および運営、働き方改革などのさまざま

な取り組みを行っています。

当法人の人材は、法人内にとどまらず、

業界やマーケットの変革においてリー

ダーシップを発揮し続けることが期待さ

れます。そのために当法人は、率先して

業務変革を実施し、重要なポジションに

人材を輩出し、オピニオンリーダーとし

ての認知度を向上していく取り組みをし

ています。

最後に、品質管理についてです。当法

人は、グローバルで高品質な監査を実現

するため、日本における監査基準および

PwCが世界で共通して採用する監査ア

プローチ（ PwC Audit）に従って監査を

ライアントを含め、多様なステークホル

ダーから信頼される存在となる努力を続

けることで、ナンバーワン・プロフェッ

ショナル・サービス・ファームになると

いうビジョンを持ち続けています。

これらを実現するために、私たちの全

員が、価値観を共有し行動を実践してい

ます。それが、Act with integrity, Make 

a difference, Care, Work together, Re-

imagine the possibleというPwCの価値

観と行動指針（ Values and Behaviours）

です。 私たちは、同じ価値観と行動指

針のもとで、158 カ国に展開する23 万

6,000人以上の PwCグローバルネット

ワークのメンバーとともに自らの変革を

推進しています。

当法人は、2006年の設立以来、業務

品質を最優先事項として、先に述べたビ

ジョンに向かって法人運営しています。

この業務品質は、ガバナンス、人材、品質

管理によって支えられています。それぞ

れについて簡単に説明したいと思います。

まず、変革に迅速に対応できる組織体

制を整備・運用するために、法人トップ

から現場スタッフまで一丸となれる風通

しの良い組織風土や透明性の高いガバ

ナンスが重要です。当法人では、年2回

の従業員満足度調査、部下が上司を評価

する360度評価、私自身が職員と意見交

換する昼食会（ Speak Up Lunch ）など、

さまざまな取り組みをしています。また、

執行役も業務執行社員として監査業務

に関与することで、監査の現場からの意

見を踏まえた法人運営ができていること

も、当法人の特徴です。当法人は、監査

法人の透明性の確保と説明責任の強化の
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監査品質に対する社会の関心の高ま

りに対応するため、当法人はガバナン

スを議論し、人財を議論し、品質管理体

制を議論してきました。国際標準の監

査、問題点が小さいうちに解決に導く

Real Timeの監査、職業的懐疑心を持

ち被監査会社や市場参加者との対話を

深めることで公益に貢献する監査など、

当法人が目指したい監査の性質が導か

れ、その実践を進めています。

また、外部による検査やレビュー の

結果は客観性があるものとして重視し

ています。当法人は自主的な定期的検

証活動においても、その社会的関心の

高さをしっかり把握し、世界的な潮流

を踏まえながら時代の要請に適合した

監査品質を見据えて常にレベルアップ

してまいります。

執行役常務　井野 貴章

執行役　大野 功

品質管理担当執行役からのメッセージ

常に信頼される監査法人を目指し、

国際水準の監査を行うために当法人は

2006 年に設立されました。 法人設立

から10 年余り、今でも変わらずに折に

触れて設立の原点を語り合い、後進に

伝え、その想いを組織として抱き続け

ています。

公認会計士の社会的使命は、資本市

場の信頼性を確保し、国民経済の健全

な発展に寄与することにあります。会

計監査は企業の事業活動を投影する財

務諸表を検証する作業であり、企業の

事業活動を理解し、経営者の判断を検

証し、経営者と議論を重ねながら、公益

の観点から厳正かつ公正な判断を行う

ことが求められます。常に信頼される

公正な判断を行うために、私たちは「 ス

テークホルダーに対して正しいことを

する（ Doing the right thing ）」という

組織文化の醸成を重視しています。私

たちはこの理念のもと PwCネットワー

クの世界中の仲間たちと共に社会から

の期待に応えてまいります。

当法人では、経営委員会のメンバー

は監査業務等の顧客業務に従事してい

ます。また、品質管理部門とクライアン

トサービス部門を人が循環する品質管

理・人財開発サイクルを有しています。

こうした形で「 現場感覚を持つこと 」が

自分事として問題に取り組む姿勢を育

み、組織の一体感を高めるだけでなく、

品質重視の意思を全社的に浸透させる

上で役に立つと考えています。

当法人の品質管理本部のリーダーは

伝統的に 3 年程度の任期を持って交代

してきました。私（ 井野 ）は品質管理本

部を所管して 3 年が経過し、監査部門に

所属していた頃に認識していた課題に

ついて取り組みを行ってまいりました。

しかし、それでも監査の現場では新し

い気付きが得られています。新しい課

題認識を強く持ったパートナーである

大野を品質管理本部に迎え、新しい気

付きに対する新しい取り組みをしっか

りと実行することで組織全体の品質を

次のステー ジに上げ ていきたい。 現

在は、そのための責任ある十分な引き

継ぎに入っているところです。当法人

は品質管理に貢献するリーダーシップ

チームを動態的に変革することで、監

査現場に根差した品質改善を継続する

ことをお約束します。

品質管理に貢献するリーダーシップチームを
動態的に変革することで
監査現場に根差した品質改善の継続をお約束します
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テクノロジー

グローバル

ガバナンス

品質管理

人材業種別

PwCあらたの
成り立ち

企業

高品質な監査

投資家

PwCあらた有限責任監査法人

金融資本市場

PwCあらたが果たす役割と高品質な監査

当法人は、卓越したサービスを提供するプロフェッショナル集団として、
明確なリーダーシップと創造的なチームワークによって
厳正かつ公正な高品質な監査を実施し、経済の健全な発展に寄与します。

Executive Summar y

9PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書20178 PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書2017



テクノロジー

グローバル

業種別

PwCあらたの
成り立ち

高品質な監査

ガバナンス

品質管理

人材

PwCあらたの成り立ちと
3つの特徴

「日本の監査にあらたな風を 」。私たちは、大規模不正会計事件に端を発する中央

青山監査法人に対する行政処分をきっかけとして、日本の監査業界に「あらた」な風

を吹き込みたいという決意のもと2006年6月にあらた監査法人を設立しました。

私たちは高品質な監査を最優先事項とし、社会から信頼される監査法人を目指し

て、設立直後に、「卓越したサービスを提供するプロフェッショナル集団として厳正か

つ公正な高品質の監査を実施することにより経済の健全な発展に寄与すること」を新

法人のミッションに掲げました。

また、複数の会計事務所が合併を繰り返してできた法人ではないため、過去の経緯

にとらわれることなく、設立時から常にベストプラクティスを考えながら成長を遂げ

ることができました。こうした設立の背景から、当法人には、常に高い監査品質を保

つという組織風土が醸成されています。

私たちは、世界に通用する監査を行うため、設立当初からPwCグローバルと連携す

るとともに、ゼロベースで最適な組織体制を検討した結果、監査部門を業種別に編成

しました。また、最新のテクノロジーを積極的に導入し、効果的かつ効率的な監査業

務を常に追い求めてきました。

私たちはこれからも、品質を最優先とする組織風土と、①グローバル、②業種別、

③テクノロジーの3つの特徴を大事にしながら、常に「あらた」であり続けます。

Executive Summar y

私たちPwCあらたの特色はその成り立ちにあります。私たちは、高品質

な監査を最優先事項として設立した法人です。合併を経ずに一から設立

されたことにより、私たちには過去にとらわれずに高品質な監査を実施

する、という組織風土が根付いています。
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日本語対応可能な人数
109人

日本語対応可能な人数
51人

日本語対応可能な人数
172人

欧州、中・東欧／
ロシア、アフリカ

147人 

アジア・
パシフィック

276人

米州

177人

日本企業支援ネットワークの人員数 （ 2017 年 7月31日現在 ）

グローバル監査体制グローバル水準の監査を目指して設立された成り立ちから、当法人には世界各地から多様な
人材が集い、分け隔てなく緊密に協働する文化がすでに育まれています。また日本企業支援
ネットワーク（JBN：Japanese Business Network）が海外子会社の監査をサポートすることで、
グローバル企業の会計・監査上の問題を迅速に解決します。

PwCあらたの監査の特徴 –1

グローバル監査への対応

グローバルな組織文化

当法人は、国際水準の高品質な監査業

務を提供することを目指してPwCグロー

バルネットワークと連携して設立した監

査法人であり、設立当初より国際社会で

活躍することを志向する人材が集まって

います。

また、当法人は海外 PwCネットワー

クファームに数多くの人員を派遣する

とともに、多くの人材を海外 PwCネッ

トワークファームから受け入れていま

す。そのため、ほぼ全てのパートナー、

職員が日常的に海外のパートナーや職

員と協働する環境にあります。

このように、当法人は日常的にグロー

バルな環境の中で業務を行うことで、国

際的に協働する組織文化が自然と醸成さ

れています。

グローバル監査対応

グローバルに事業を展開する企業のグ

ループ監査を適切に実施するためには、

海外子会社等にかかる監査上のリスクを

識別し、適切な対応を図る必要がありま

す。当法人では、企業の海外拠点の社会、

文化、法制度、言語を深く理解しつつ、

PwCグローバルネットワーク共通の監

査手法を用いる現地PwCネットワーク

ファームと密接に連携することにより、

海外子会社等を取り巻く各国の事業環境

を勘案しながら、グローバルで一貫した

高品質の監査を実施します。

当法人では、国際的に事業を展開す

る企業の監査を行う際に、必要に応じて

JBNメンバーを関与させ、海外子会社等

の監査を実施する監査チームとの密接な

連携を図ります。

人
材
交
流

PwCあらた有限責任監査法人

海外子会社監査チーム

チーム組成

サポート

監査
被監査会社
海外拠点

被監査会社
監査

海外経験を有する
メンバーを中心に
監査チームを組成

親会社監査チーム

海外 PwCネットワークファーム

JBN

リスク領域を
明確に指示 適時適切な報告

Executive Summar y
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PwCあらたの監査の特徴 –2

業種別組織による専門性の醸成

当法人は、設立当初から業種別に編成された組織の下、各業種・業態に特有のビジネス慣行や
会計実務に精通した人材の育成を通じ、全ての監査チームメンバーが高い専門性を発揮する
ことで、高品質な監査を実現しています。

各業界特有の会計実務に精通

複雑化する被監査企業におけるビジネ

スリスクの識別や、適切なリスク評価、

深度あるリスク対応手続の立案・実施を

するためには、被監査企業が属する業界

特有のビジネス慣行や会計実務に精通す

ることが不可欠です。

当法人では、設立時にゼロベースで最

適な組織体制を検討した結果、監査部門

を業種別に編成し、各監査部門に所属す

る職員全員が当該業種に対する専門性を

醸成することが、高品質な監査を実現す

るために必要であると考えました。

グローバルとの整合性

具体的には、右図のとおり、製造・流

通・ サー ビス（ MDS ）と金融ビジネス

（ FS ）に監査部門を大別した上で、さら

に業種別に組織を細分化しています。

この業種別組織の下では、人事や品質

管理、研修といったあらゆる領域におい

て、法人全体としての活動に加えて、各

業種の特性を踏まえた部門単位での活

動が実施されます。また、各監査業務に

は原則として当該部門に所属するパート

ナー・職員が業務を担当するため、当該

業種特有の論点に対する知見が部門内で

容易に共有され、それぞれの業種に精通

した人材をより多く、早期に育成するこ

とが可能となります。

さらに、この業種別組織はPwCグロー

バルネットワークの組織体制とも整合性

が保たれているため、グローバルに事業

を展開する企業のグループ監査において

も、現地監査チームとの連携を容易にし、

効率的かつ高品質な監査の実現に寄与し

ています。

自動車・
流通・

消費財・
サービス

化学・医薬・
エネルギー・

産業財

銀行・証券 保険・共済 資産運用ハイテク・
 情報・通信・

エンター
テイメント

部門単位の活動 法人全体の活動

人事・
アサインメント

品質管理・
モニタリング

研修・
ナレッジ

蓄積

✓ 部門単位での採用活動
✓ 部門内での人事・アサインメント調整
✓ 部門単位での人事評価

✓ リスク管理担当パートナーおよび品質管理担当
 パートナーによるリスク・品質管理
✓ チーフオーディターによる現場レベルでの品質管理活動
✓ 監査業務の事前点検を通じた現場レベルでの
 モニタリング
✓ 業種別の監査ツールの開発

✓ 業種トピックに関する研修
✓ 部門単位でのワークショップ
✓ 外部研修への参加

✓ 法人全体の採用活動
✓ 他部門への異動・交流
✓ 海外赴任、出向等

✓ 品質管理本部による
 ・専門的な見解の提供
　 ・リーチアウト活動
　 ・審査会による審議
　 ・監査業務の定期的な検証

✓ 職階別の年次研修
✓ 重要トピックの研修
✓ ソフトスキル研修
✓ 出版物の発行

製造・流通・サービス（MDS） 金融ビジネス（FS）

法人全体の活動

連
携・モ
ニ
タ
リ
ン
グ

連
携・モ
ニ
タ
リ
ン
グ

連
携・モ
ニ
タ
リ
ン
グ

※上記の監査部門の他、IPO ソリューション部、パブリックセクター部、ヘルスケア部などの各部門がそれぞれの専門領域において業務を提供しています。

PwC あらたの組織体制 （監査部門）※

Executive Summar y
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PwC’s Confirmation System※3 

MyClient

Aura

Halo for Journals※1

Connect

Halo for Investments※2

パイロットテスト中のツール

世界中で均質な監査ができるように、PwCの監査メソドロジー

の全ての要素を一カ所に集約し、プロジェクト進捗管理も視覚

的に容易に把握できる。シームレスに統合し、重複や漏れを避

けて一貫した監査をより効率的に実施

監査人と被監査会社との間で生じる多数の文書の受け渡しをセ

キュリティで保護されたオンライン上で一元的に管理

※1	 PwCが独自に開発したアルゴリズムにより、全仕訳
データについて分析をより効果的、効率的に、そして
より視覚的に実施するツール。

※2	ポートフォリオの時価評価の検証およびリスク分析
をする投資評価監査ツール。

※3	確認状プロセスを電子化したツー ル。進捗状況を
PwCあらたと被監査会社の双方から確認が可能。

※4	「 Aura」と連動して迅速かつ適切に文書化を行うため
の棚卸立会用アプリケーション。

当法人は、設立当初から最新のテクノロジーを積極的に導入することで、効果的かつ効率的な
監査業務の実施に努めてきました。AI（ 人工知能 ）などテクノロジーが大きく進化する中で、
テクノロジーを理解し、使いこなすことで、付加価値や効率性を上げていくことを目指します。

PwCあらたの監査の特徴 –3

法人設立時
2006年

監査ツール

監査調書の電子化、
文書管理

現在
2017年 将来

テクノロジーを利用した監査の変革

監査におけるテクノロジーの活用

当法人は、監査業務の実効性と効率性

を継続的に高めるため、仕訳をはじめと

する会計データ等の処理には極力テク

ノロジーを利用し、異常値の識別といっ

た判断を要する業務に監査人のリソー

スを配分しています。そしてその先に

目指すものとして、人工知能等を最大限

に活用することで、監査業務の高付加価

値化および効率化を可能とするための

取り組みを行っています。

一方で、職業的懐疑心を発揮し、各社

のビジネスモデルや監査リスクを念頭

に置き、監査業務の実効性と効率性をよ

り高めるためのテクノロジーの利用方

法を検討するのは、監査人の役割である

ことに変わりはありません。当法人は、

テクノロジー が大きく進化する中で、

監査人がテクノロジーを理解し、使いこ

なすことで、付加価値や効率性を上げて

いくことが重要であると考えています。

そして、このようなテクノロジーの利

用方法を通じて得られた気付き（ インサ

イト ）を被監査会社と共有することで、

財務報告の質を継続的に高めることを

目指しています。

試査によるアプローチ テクノロジーの活用により
全領域を対象としつつ
高リスク領域を特定可

Count※4
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テクノロジー

ガバナンス

品質管理

人材

グローバル

業種別

PwCあらたの
成り立ち

高品質な監査

高品質な監査を実現するための
3つの取り組み

これまで説明してきた私たちの成り立ちとそこからくる特徴が当法人の

監査の土台となっています。その上に立つ、①ガバナンス、②人材、③品

質管理の3 つの要素により、高品質な監査を実現しています。

Executive Summar y

品質を最優先とすることを共通の想いとするメンバーが設立した当法人は、合併を

経ずに設立時の文化を変えることなく成長してきました。過去にとらわれず正しいこ

とをするという組織風土のもと、ステークホルダーの期待に応えるための「高品質な

監査」を提供しています。

当法人は変化する環境の中で、この3つの要素が常に最適の状態となるよう、過去

にとらわれず、スピード感を持って自らを変革し、社会の期待に応えていきます。
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当法人のガバナンス体制

当法人は、監査品質の持続的な向上に

向けた法人全体の組織的な運営を実現す

るため、最高意思決定機関としての社員

総会、その業務執行を行う経営委員会を

設置し、実効的に経営（マネジメント）

を行っています。また、経営から独立し

た立場で経営機能の実効性を監督・評価

する機関として監視委員会を設置してい

ます。さらに、実効性のある業務体制の

整備・運用状況を、資本市場の参加者等

が適切に評価できるように、「 監査品質

に関する報告書」の発行や投資家、アナ

リストの招へいなどを通じてステークホ

ルダーとの対話を行い、当法人の透明性

高品質な監査を実現するための取り組み –1

PwCあらたの「ガバナンス」

代表執行役を選任

監視・監督

・社員総会の承認により代表執行役が選任
・代表執行役が執行役候補者を指名し監視委員会の同意をもって執行役を選任

投資家視点

監
督
・
評
価
・
助
言

経営者視点

Act（改善）

組織風土・特徴

Check（評価）

Plan（計画）

Do（実行）

社員総会 P.31 ➔

監視委員会 P.32 ➔公益監督委員会（PIB） P.34 ➔

経営委員会 P.31 ➔

　PwCあらたの目指すガバナンス

●	全パートナーが担当業務以外の意思決定についてもオーナーシップを持て
る組織文化の持続・促進

●	監査法人の透明性の確保と説明責任の強化のため、公益を代表する有識者
の目線を取り入れた法人運営（ 公益監督委員会（ PIB ））

●	「 経営に対する規律付け」の役割を担う監視委員会のさらなる強化

　 2018 年度の取り組み

●	監査法人の透明性の強化（ 公益監督委員会（ PIB ）の活用 ）

●	監査法人のガバナンス・コードへの対応強化

当法人は、監査品質の持続的な向上を図り、実効性のあるガバナンス体制を実現するため、 
社員総会、経営委員会、監視委員会という3 つの機関を設置しています。これに加え、経営委
員会に対して公益の観点から監督・評価・助言を行う公益監督委員会（ PIB：Public Interest 
Body）を設置しています。

社員総会：	 当法人の最高意思決定機関であり、社員（ パートナー ）全員をもって構成される。

経営委員会：	 執行役により構成され、当法人の業務執行にかかわる意思決定を行い、経営全般に責任を負う。

監視委員会：	 経営委員会が策定する経営の方針と運営を監視・監督する。

公益監督委員会：	 社外有識者と当法人の監視委員会議長および代表執行役から構成される。

		  当委員会は社外有識者を議長とし、客観的な視点から、当法人の経営委員会の取り組みを

		  監督・評価し、助言を行う。

の確保・強化に取り組んでいます。監視

委員会は、法人内部の経営から独立した

立場で、経営機能の実効性を監督・評価

する一方、公益監督委員会（ PIB）は、法

人外部から独立した立場で、経営委員会

の取り組みを監督・評価します。公益監

督委員会（ PIB ）は、ガバナンスの強化、

ビジョンの明確化、人材の育成、監査業

務における懐疑心の発揮、監査品質を支

える組織文化の醸成、働き方改革の実行、

重要な判断を要する監査業務への対応

等、PwCあらたが監査品質のさらなる高

みを目指すために必要な、幅広い経営面

の助言をしました。

Executive Summar y
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監査業務を実施するのは人であり、私

たちは、高品質な監査を実現するために

は、一人ひとりの職業的専門家としての

能力を高めるための人材育成が欠かせ

ないと考えています。私たちの求める

人材像は “PwC Professional”というフ

レームワークで定義され、このフレーム

ワークに基づいて人材育成に取り組ん

でいます。

高品質な監査を実現するための取り組み –2

PwCあらたの「人材」

　PwCあらたの目指す人材育成

●	業種別組織をベースにしたスペシャリストの育成

●	グローバルと対等に渡り合える人材の育成

●	実力に裏付けられたバリューを発揮できる人材の育成

　 2018 年度の取り組み

●	人財会議によるスピード感のある人事・労務施策の企画・モニタリング

●	業務の拡大に応じた人材確保と育成、投資

●	新たな育成・評価のフレームワーク

　「 Global LDE（ Leadership Development Experience ）」の 導 入 に よ る 
　タイムリーなフィードバックの強化

●	働き方改革を実施

信
頼
関
係の

構築

グ
ロ
ー
バル感覚 専門

能
力

リーダーシップの
発揮

ビジネスの洞
察
力

The PwC Professional

● グローバル感覚

地理的・文化的な境界を超越する物の
見方・考え方をもって、効果的かつ効
率的に監査業務を遂行し、他者と協働
していく。

● 信頼関係の構築

誠実さや信頼に基づいた価値ある関係
を構築する。

● 専門能力

幅広い専門性をもって、クライアント
およびPwCに高い品質と価値を提供
していく。

● 専門能力

幅広い専門性をもって、クライアント
およびPwCに高い品質と価値を提供
していく。

● ビジネスの洞察力

ビジネス知識、イノベーション、洞察力
をもって、クライアントおよびPwCに
差別化された価値を創出していく。

真のプロフェッショナルとなるために備えるべき素養を職階別に明 示

●行動の基本としてのリーダーシップの発揮

責任感、信頼性、柔軟性、協調性および熱意のある行動
を自ら率先して行うことにより、リーダーシップを発
揮し、差別化された高品質の監査業務を提供する。

当法人の求める人材像はPwC Professionalフレームワークで定義され、人財会議のリードの下、
各人材育成プロセスで適切な施策を実施することで、高品質な監査を提供できるプロフェッ
ショナル人材を育成します。

人材の育成に関しては、アシュアラン

スリーダーを議長として人材に関するア

ジェンダを扱う「人財会議」を毎月開催し、

①採用・人材育成、②研修、③人事評価、

④十分な人材の確保、⑤人材交流、⑥ダイ

バーシティ &インクルージョン、⑦働き

方改革、といった一連の検討課題につい

て議論し、人材育成に関する施策を企画・

実行・モニタリングしています。

“PwC Professional”フレームワーク

人財会議

組織風土・特徴

アシュアランス
リーダー：
議長

人事部門：
事務局

業務部門・
品質管理本部

リーダー：
メンバー

研修採用・人材育成 人事評価

人材交流

人材育成の施策を企画・モニタリング

十分な人材の確保

ダイバーシティ& インクルージョン

働き方改革

P.46 ➔P.44 ➔ P.48 ➔

P.50 ➔

P.52 ➔

P.49 ➔

P.53➔

高品質な監査を提供できる人材を育成するため、

さまざまな施策に取り組んでいます。

Executive Summar y
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高品質な監査

第3のディフェンスライン

第2のディフェンスライン

第1のディフェンスライン

業種別の監査部門における
品質管理活動

品質管理本部によるサポートおよびモニタリング

監査業務の定期的な検証

外部機関による検査等

自主規制団体
監督当局等

ステークホルダーとの対話

投資家
被監査会社（ 経営者・監査役等 ）

組織風土・特徴

PwCあらた有限責任監査法人

P.64 ➔

P.63 ➔

P.62 ➔

P.62 ➔

P.56 ➔

P.60 ➔

P.60 ➔

P.70 ➔

P.72 ➔P.68 ➔

P.66 ➔

P.64 ➔

P.60 ➔

P.58 ➔

P.57 ➔

● 職業倫理と独立性

● 契約の締結および更新

● 監査チームの組成

● 監査アプローチ（“PwC Audit”）

● 審査

● チーフオーディター

● 不正リスクへの対応

● 監査品質を支えるテクノロジー

● 専門的な見解の提供

● リーチアウト活動

● 審査会による審議

● 不正リスクへの対応サポート

当法人では、監査チームが監査基準等

に準拠し、高品質な監査を実現すること

を担保するための仕組みとして、3つの

ディフェンスラインを設けています。

第1に、業種別に編成された監査部門

が、それぞれの部門内で行う品質管理活

動を通じて、監査現場に一番近い立場か

ら品質管理を行います。各監査部門が主

体的に品質管理活動を行うことにより、

監査基準や当法人固有の方針等が要求

するさまざまな事項について、被監査企

業が属する業種の特性を踏まえて遵守

することで、実効的な品質管理を可能と

します。

第2に、各監査部門における品質管理

活動と個々の監査チームによる監査基準

等への準拠を、品質管理本部がサポート

およびモニタリングします。品質管理本

PwCあらたの「品質管理」

　PwC あらたの目指す品質管理

●	業種別組織を基盤とした、被監査会社のリスクの適切な把握

●	監査現場と品質管理本部が有機的に連携した品質管理活動

●	定期的検証等を通じた、グローバル目線での継続的な監査品質の維持・向上

　 2018 年度の取り組み

●	デジタルテクノロジーの積極的な活用によるリスク評価の向上

●	品質管理本部と各業務部門の連携強化

●	クオリティ・レビュー部の新設と定期的検証の実効性向上

①業種別の監査部門における品質管理活動、②品質管理本部によるサポートおよびモニタリング、
③監査業務の定期的な検証の3つのディフェンスラインにより、各監査チームが高品質な監査
を実現するための組織体制を構築しています。

高品質な監査を実現するための取り組み – 3

部は、客観的な立場から専門性の高い事

項に関して助言を行うとともに、日々の

品質管理活動において各監査部門と密接

に連携することで、法人全体としての品

質管理の有効性を高めています。

第 3に、品質管理本部内に新設された

クオリティ・レビュー部が中心となり、

当法人の品質管理体制および個々の監

査業務に関する定期的な検証を実施し

ます。これには、PwCが世界統一で採

用する品質管理レビューの仕組みであ

るGAQR（ P.66 ）を活用した定期的な有

効性評価が含まれ、監査チームがわが

国における監査の基準等に準拠してい

ることに加え、PwC世界標準の品質を

もって監査を実施していることを検証

しています。

3 つのディフェンスラインによる品質管理体制

Executive Summar y
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“PwCネットワーク”とは

PwCネットワークは世界中の国々で

運営されている独立したファームの集合

体です。PwCネットワーク内のファーム

は“PricewaterhouseCoopers Interna-

tional Limited（ PwCIL）”のメンバーで

あり、“PricewaterhouseCoopers”の名

称を使用する権利を有しています。

PwCあらた有限責任監査法人は日本に

おけるPwCILのメンバーファームとなっ

ています。PwCネットワークのメンバー

として、各国のファームはそのナレッジ

やスキル、リソースを共有しています。

これにより、各国のファームは国内での

法制度や規制、業界実務等の知見の優位

性を保ったまま、グローバルに業務を展

開している企業に対しても国際的な水準

の高品質のサービスを提供することが可

能となります。

PwCネットワークのメンバーであると

いうことは、同時に、PwCネットワーク

で定められている共通の厳格な基準を遵

守するということを意味します。各国の

ファームは、提供する業務内容、職業倫

理、独立性、法令遵守等に関する品質管

理およびそのモニタリング活動を行うこ

とになります。

PricewaterhouseCoopers 

International Limited（PwCIL）

PwCILは英国にある法人であり、クラ

イアントに対する業務提供は行いません。

PwCILは、主要なエリアについてのPwC

全体の戦略、ブランド、品質管理に関す

るポリシーを作成し、適用を主導します。

各国のファームは、“Pricewaterhouse-

Coopers”の名称とともに、PwCネットワー

ク内のさまざまなリソースや監査手法を

共有することができますが、そのために

はPwCネットワークで定められている共

通の厳格な基準を遵守することが必要と

なります。

PwCネットワークのガバナンス

各 国 の フ ァー ム はPwCILや 他 国 の

ファームの代理人として行動することは

できません。また、PwCILが各国のファー

ム自身の専門的な判断の行使をコント

ロールすることはありません。PwCILの

ガバナンス構造は、次ページの組織体か

ら構成されています。

736
カ所

拠点
158
カ国

所在国

236,235
人

PwCの総人数 

うち、パートナー11,181 人、
スタッフ225,054 人
 （ 2017 年 6月 30 日現在）

PwCネットワークについて

PwCグローバルネットワーク

ネットワーク・リーダーシップ・チーム

ネットワーク・リーダーシップ・チー

ムは、PwCネットワークにおける全体の

戦略を決定し、メンバーファームが遵守

すべき基準を策定する責任を負ってい

ます。

ストラテジーカウンシル

ストラテジーカウンシルは、世界各地

域における主要なメンバーファームの

リーダーで構成されており、ネットワー

ク全体の戦略的方向性に対する同意を

行い、戦略の遂行の整合性を促進させま

す。PwCあらた有限責任監査法人の代

表執行役は、ストラテジーカウンシルの

メンバーであり、ネットワーク・リーダー

シップ・チームとの関係を維持構築して

います。

グローバル・リーダーシップ・チーム

グローバル・リーダーシップ・チー

ムは、ネットワーク・リーダーシップ・

チームより指名されたメンバーから構成

され、ネットワーク・リーダーシップ・

チームに対する報告責任を負っていま

す。チームのメンバーは、ネットワーク・

リーダーシップ・チームにより策定され

た戦略を実行し、各国における私たちの

業務に係るさまざまな活動をコーディネ

イトするために組成されたチームをリー

ドします。

グローバルボード

グローバルボードはPwCILのガバナ

ンスに関する責任を負うとともに、ネッ

トワーク・リーダーシップ・チームを監

視する役割を担います。グローバルボー

ドは対外的な役割は負っ ていません。

ボードメンバーは全てのメンバーファー

ムのパートナーの中から、4年ごとに選

出されます。日本からも監視委員会議長

である白畑尚志がグローバルボードのメ

ンバーとして参加しています。
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ガバナンス

高品質な監査を実現するための取り組み
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ガバナンス体制

当法人のガバナンス体制は、全社員

（パートナー）で意思決定を行う社員総

会、当法人の経営方針および戦略を策

定・実行する経営委員会、それを監視す

る監視委員会により構成されます。これ

に加えて、経営委員会に対して公益の観

点から監督・評価・助言を行う公益監督

委員会（ PIB：Public Interest Body）を

設けています。

ガバナンスと組織

PwC あらた有限責任監査法人 組織図 （2017 年 10 月 1 日現在）

社員総会

当法人の最高の意思決定機関として、

定款の規定により定められた事項の決

議を行います。社員総会は社員（パート

ナー）全員をもって構成されます。

執行役常務（品質管理担当）
井野 貴章
1991年に当時のクーパース&ライブランド（ C&L）のメ
ンバーファームである中央新光監査法人に入所。2007年
に当法人のパートナーに就任。
2014年に執行役に就任し、2016年に執行役常務に就任。
品質管理を担当。

執行役常務（金融ビジネス担当）
出澤 尚
1990年に当時の中央新光監査法人に入所。2006年に当
法人のパートナーに就任。
2014年に執行役に就任し、2016年に執行役常務に就
任。金融ビジネス業界の監査、PwC総合研究所、CMAAS

（Capital Market and Accounting Advisory Services）、
AS（Actuary Services）、事業開発を担当。

執行役副代表（アシュアランスリーダー）
木内 仁志
1987年に当時の青山監査法人に入所。2003年に当時の
中央青山監査法人において代表社員に就任。2006年に当
法人のパートナーに就任。
2016年に執行役副代表に就任。アシュアランスリーダー、
アシュアランス経営委員会議長、クライアント&マーケッ
ト、Audit Transformation、PwCあらた基礎研究所、人事、
IT、総務、経理を担当。

執行役常務（製造・流通・サービス担当）
加藤 真美
1985年に当時の青山監査法人に入所。2008年に当法人
のパートナーに就任。
2016年に執行役常務に就任。製造・流通・サービス業の
監査およびクライアントサービスを担当。

代表執行役
木村 浩一郎
1986年に当時のプライス・ウオーターハウス（ PW）のメ
ンバーファームである青山監査法人に入所。2000年に当
時のPwCのメンバーファームである中央青山監査法人に
おいて代表社員に就任。
2006年に当法人のパートナーに就任。2009年に執行役

（アシュアランス担当）に就任し、PwC Global Assurance 
Leadership Teamに参加。2012年から当法人の代表執
行役であり、2016年からは、PwC Japanグループ代表に
就任。

執行役（品質管理担当）
大野 功
1986年に当時の青山監査法人に入所。2004年に当時の
中央青山監査法人において代表社員に就任。2006年に当
法人のパートナーに就任。
2017年に執行役に就任。品質管理を担当。

経営委員会メンバー （ 2017 年 7月 1日現在 ）

経営委員会

経営委員会は執行役によって構成さ

れ、当法人の経営全般に責任を負います。

執行役は、その候補者が代表執行役によ

り指名され、監視委員会の同意をもって、

執行役として選任されます。

経営委員会は、業務執行にかかわる意

思決定を行いますが、その重要な機能の

一つに、法人の5つの戦略的優先領域の

目標達成に伴うリスクの洗い出しと、そ

のリスクに対応するアクションプランの

作成および実行があります。

代表執行役

代表執行役は経営委員会を統括すると

ともに、当法人における品質管理の仕組

みに関する最終的な責任を負います。代

表執行役の候補者は、監視委員会の下に

設けられた指名委員会が、当法人のパー

トナーにヒアリングを実施して選定され

ます。最終的な代表執行役候補者は、監

視委員会に報告されるとともに、社員総

会に付議され、社員総会の承認により、

代表執行役に選任されます。

執行役（リスク・デジタル・アシュアランス担当）
丸山 琢永
1991年に当時の青山監査法人に入所。2007年に当法人
のパートナーに就任。
2017年に執行役に就任。リスク・デジタル・アシュアラ
ンス、リスク・アシュアランス・リーダーを担当、PwCビ
ジネスアシュアランス合同会社　代表執行役社長を兼任。

第
一
製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部（
ハ
イ
テ
ク

・
情
報
・
通
信
・
エ
ン
タ
ー
テ
イ
メ
ン
ト
）

第
二
製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部

（
化
学
・
医
薬
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
産
業
財
）

第
三
製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部

（
自
動
車
・
流
通
・
消
費
財
・
サ
ー
ビ
ス
）

名
古
屋

　製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部

大
阪

　製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部

福
岡

　製
造
・
流
通
・
サ
ー
ビ
ス
部

財
務
報
告
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
部

I
P
O
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
部

　
　

パ
ブ
リ
ッ
ク
セ
ク
タ
ー
部

ヘ
ル
ス
ケ
ア
部

シ
ス
テ
ム
・
プ
ロ
セ
ス
・
ア
シ
ュ
ア
ラ
ン
ス
部

内
部
監
査
サ
ー
ビ
ス
部

ガ
バ
ナ
ン
ス
・
リ
ス
ク
・
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
・
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
部

財
務
報
告
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
部

第
一
金
融
部（
銀
行
・
証
券
）

第
三
金
融
部（
資
産
運
用
）

第
二
金
融
部（
保
険
・
共
済
）

R
D
A
事
業
開
発
部

社員総会

執行役

監視委員会

代表執行役・執行役副代表

公益監督委員会（PIB） P.34 ➔

P.31 ➔

P.32 ➔

P.31 ➔

コンプライアンス室

（インターナルファームサービス部門）

アカウンティング・サポート部

アシュアランス・ラーニング・アンド・
エデュケーション部

メソドロジー・アンド・テクノロジー部

リスク管理部

アシュアランスOGC

クオリティ・レビュー部

マーケット部

ヒューマン・キャピタル部

インフォメーション・テクノロジー部

MDS戦略推進部

リスク・デジタル・
アシュアランス部門（RDA）

金融戦略推進部

PwCあらた
基礎研究所

AI監査研究所 経理・財務部

総務部

プロフェッショナルサポート部

品質管理本部

製造・流通・サービス部門（MDS） 金融ビジネス部門（FS）

アシュアランス・
マネジメント・オフィス

内部監査室

社員評価委員会

指名委員会

R&Q監視委員会

監査委員会

経営委員会

ガバナンス
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代表執行役、執行役副代表および品質管理担当執行役から、
当法人の品質管理活動の状況について報告を受け、
その妥当性を審議します。

社員の加入・脱退、代表社員等の選任、
それらの評価ならびに報酬等に関する案件を審議します。

当法人の財務に関する事項、
当法人の業務運営に関する事項の監査を行います。

代表執行役候補者の指名を公正かつ秩序正しく行うため、
候補者を選定し、監視委員会に報告するとともに、
その承認を社員総会に付議します。

監視委員会

R&Q監視委員会

社員評価委員会

監査委員会

指名委員会

監視委員会

監視委員会は経営委員会が策定する

経営の方針およびその運営を監視し、透

明性の高いガバナンスを実践します。

監視委員会は社員 8 名から構成され、監

視委員会本体に加え、R&Q監視委員会、

社員評価委員会、監査委員会、指名委員

会を通じて活動します。

監視委員の候補者は、当法人のパート

ナーへのヒアリングを基に選定され、社

員総会の決議によって監視委員として

選任されます。

議　長	：	白畑 尚志

副議長	：	岡田 康夫

委　員	：	荒川 進　岩嶋 泰三　川村 健

		  岸 泰弘　中嶋 康博　本木 昌裕

監視委員会によるガバナンスが利き

やすくするための工夫として、現在、以

下のような仕組みを導入しています。

【監視委員の選任方法、構成】

①	監視委員の選任に当たっては、投票権

を持っている全パートナーに対してヒ

アリングを実施して、監視委員の候補

者を選定する。

②	監視委員の半数の4名は監査を担当し

ているパートナーで、残りの4名はア

ドバイザリー業務を担当しているパー

トナーから構成される（バックグラウ

ンドの多様性）。

【監視委員の資格要件】

③	監視委員になるためには、原則とし

て、パートナー経験年数7年以上（経

営委員会に対して意見をするために

は、パートナーとしての一定年数以上

の経験が必要）。

④	代表執行役に直接、レポーティングラ

インを有するパートナー（代表執行役

から直接評価をされる者）は、監視委

員の資格要件を欠く。

【監視委員会の権限】

⑤	代表執行役の解任議案を、社員総会に

提案する権限を持っている。

⑥	代表執行役の年次評価と、その結果と

しての報酬を決定する権限を持って

いる。

⑦	代表執行役の選任に当たっては、監視

委員会内に設置される指名委員会が、

投票権を持っている全パートナーに対

してヒアリングを実施して、代表執行役

の候補者を決定する権限を持っている。

内部監査室

代表執行役から指名された責任者の

もと、当法人の業務執行全般を対象とし

て、十分かつ適切な経験を有し、かつ内

部監査の対象業務と特別な利害関係を

有していない担当者が内部監査を実施

しています。

監視委員会の構成
2017年5月から監視委員会議長を引

き継いでおります。また、9月からあら

たな任期になり、メンバーの一部交代も

行われています。ただし、監視委員会の

使命・役割に大きな変更はなく、監視委

員会は監査法人の「経営に対する規律付

け」のためのガバナンス機関と考えてい

ます。また、監査法人のガバナンス・コー

ドの原則・指針の点では、公益監督委員

会（ PIB）とともに監督・評価機関として

位置付けられています。

監視委員会によるガバナンスの有効性

を担保する仕組みとしては、①監視委員

の選任方法、構成、②監視委員の資格要

件、③監視委員会の権限があります。そ

の上で、監視委員会として「監督 」する

上で、経営委員会で決議した事案につい

て十分に審議し、その結果として同意す

ることもあれば、経営委員会に対して再

考を促すといった対応を取っています。

また、経営に対する「評価」として、代表

執行役の年次評価、報酬の決定を行って

います。

当法人の監視委員会の役割の中で、特

長的なものとして、R&Q（ Risk & Quali-

ty）監視委員会があります。R&Q監視委員

会は、監査法人の経営の根幹である、リス

ク・品質管理体制にフォーカスして、監

視、監督する役割を担っています。これは、

当法人を設立したときの、グローバルに

通用する監査品質を提供するという創業

の想いから設置したものです。また、多

様化、複雑化する監査法人の業務提供リ

スクに対応するため、R&Q監視委員会の

メンバー構成について、監査業務のみな

らずアドバイザリー業務を担当している

メンバーも入り、多面的に検討できる体

制としています。

もう一つのガバナンス体制の特長とし

て、監視委員会議長が代表執行役ととも

に、公益監督委員会（ PIB）の委員を兼務

しているという点があります。公益監督

委員会（PIB）の委員としては内部委員と

いうことになりますが、監視委員会議長

の立場から、代表執行役が外部委員と議

論し、外部委員の助言を受け止め、監査

法人の経営にどう生かしているかをモ

ニタリングすることができ、また、外部

委員に対して監視委員会の活動につい

て説明し、監査委員会に対する助言を得

る機会としています。

このように、当法人は、監視委員会を

経営に対する対立軸として位置付けてい

ません。ステークホルダーの期待に応え、

経済の健全な発展に寄与するという役

割をともに担っている存在と捉えていま

す。監視委員会議長として、監視委員会

が経営委員会に対する健全なチェック・

アンド・バランスとして機能するよう努

めていきます。

監視委員会議長からのメッセージ

監視委員会議長
パートナー
白畑 尚志

監査法人の「経営」に対するガバナンス機関として
経営委員会に対し、チェック・アンド・バランスの機能を
健全に働かせていきます

ガバナンス
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公益監督委員会（PIB）

公益監督委員会（PIB）は、社外有識者

と当法人の監視委員会議長、代表執行役

で構成され、経営委員会の監査品質を高

めるための取り組みを監督・評価し、経

営委員会に助言を行います。公益を代表

する有識者の視点を法人運営に取り入れ

ることで、透明性の確保と説明責任の強

化を図り、監査品質を向上させることを

目的としています。社外有識者は、金融

資本市場への貢献実績、上場企業経営者

としての経験および公益の観点から、監

視委員会の同意を得て、経営委員会の決

議により選任されました。

設置の背景

PwCあらた有限責任監査法人は2016

年8月1日付で、経営委員会の監査品質

を高めるための取り組みを監督・評価し、

経営委員会に助言を行う機関として「公

益監督委員会（ PIB）」を設置し、私はそ

の議長を拝命しました。

PwCあらたは数年前から英国ですでに

導入されていた監査法人のガバナンス・

コードを参考にして、取り組みが必要と

なる事項を特定し、対応を検討してきま

した。監査品質向上の取り組みをステー

クホルダーに周知する目的で2015年12

月に発刊しました「監査品質に関する報

告書」もその一環です。独立非業務執行

役員（ INE ）制度の導入も監査法人のガ

バナンスコードの導入に先駆けて、監査

品質の向上に資する取り組みとして、公

益監督委員会（ PIB ）の設置に踏み切り

ました。

公益監督委員会（PIB） 公益監督委員会（PIB）議長からのメッセージ

公益監督委員会（ PIB ）の委員

原 良也（議長）	 株式会社大和証券グループ 本社 名誉顧問

松﨑 正年	 コニカミノルタ株式会社 取締役兼取締役会議長

白畑 尚志	 当法人 監視委員会議長

木村 浩一郎	 当法人 代表執行役
（2017年7月1日現在）     

【 2017 年度の重点議論領域 】

ガバナンスの強化

公益監督委員会（ PIB）の設置が2017

年度のガバナンス強化の最大の施策で

す。公益監督委員会（ PIB）は外部委員

だけでなく、代表執行役、監視委員会議

長を含めた4名の委員で構成されていま

す。代表執行役と監視委員会議長が公益

監督委員会（ PIB ）の委員ということに

違和感を持つ向きもあるかもしれません

が、執行側のトップ（代表執行役）、監視

側のトップ（監視委員会議長）の率直な

問題意識を聞くことで、問題の本質を理

解した実質的な議論ができていると感じ

ます。

ビジョンの明確化

第1回の会議において、PwCあらたの

事業計画である「 Vision 2020」の説明

を受けました。PwCあらたは監査の品質

を最重要事項としながらもその業務品質

を持って社会に貢献していくという明確

なミッションをもっています。このミッ

ション、または、公共の利益に即した経

営となっているかという目線で評価・監

督を行うという方針を固めることができ

ました。

公益監督委員会（PIB）の設置が
2017年度のガバナンス強化の最大の施策
重要な経営課題について、経営委員会にアドバイスを実施

2017 年度の活動概要

外部委員を引き受けるにあたって、木

村代表執行役からは「 ゼロベー スでつ

くった法人であるがゆえに、経営面が弱

いと自覚しています。われわれが公益の

監査品質に対する期待により良く応えら

れるようにいかに法人経営を変えていく

べきかという観点で見てほしい」という

要望を受けました。

公益監督委員会（ PIB）はPwCあらた

の当年度の以下の経営課題に関する経営

委員会の対応方法について議論を重ね、

経営委員会にアドバイスを行いました。

この役割は監査法人のガバナンス・コー

ドがわれわれに求めている役割と一致し

ていると認識しています。

原 良也 松﨑 正年

●	ガバナンスの強化

●	ビジョンの明確化

●	人材育成

●	監査業務における職業的懐疑心の発揮

●	監査品質を支える組織文化の醸成

●	働き方改革

●	重要な判断を要する監査業務への対応

公益監督委員会（PIB）の重点的議論領域

ガバナンス
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人材育成

2017年度よりアシュ アランスリー

ダーに就任した木内執行役副代表は「監

査品質を支えるものは人です」と内外に

発信しています。監査法人の監査は経理

処理が中心とは思いますが、私は一番大

事なことは企業全体の課題や問題を見つ

けることだと思っています。その解決は

コンサルタントの仕事なのかもしれませ

んが、課題や問題を見つけ出すことは、

解決方法を知っている人にしかできませ

ん。監査法人は課題、問題を見つけ出す

監査ができないと、ステークホルダーが

求める監査法人にはなれないと常々思っ

ていました。

このような監査を実現できる人材を育

成するため、PwCあらたは監査以外の多

様な経験を積むことを推奨しています。

しかし、そうした多様な経験を積むこと

がないまま、実績のみが評価されて昇進

していく場合があります。課題や問題を

見つけ出すため、多様な経験を積むこと

が必要と認識しているのであれば、多様

な経験によって監査人としての成長が促

されるよう、一人ひとりのキャリアの中

で、きめ細かくモニタリングする必要が

あります。

監査人が着目した会計監査上のリス

ク等を記載する「 監査報告書の透明化 」

への対応も、人材という観点が最も重要

であり、投資家の目線でリスクを考え、

そのリスクについて経営者および監査

役と協議できる人材の育成に早急に取

り組んでもらいたいと考えています。ま

た、多様な経験の一つにコンサルティン

グ会社への出向があると説明を受けま

したが、企業の課題を探し出し、解決の

方法を毎日考えているコンサルタント

を監査チームに受け入れるのも監査品

質を高めるための施策としてあっても

良いのではないかと思います。

私は誤った人事評価は人材をダメにす

ると考えています。PwCあらたの人事

評価の仕組みについて議論したところ、

360度評価は実施しているものの、個人

の成長への気付きを与えるものと位置付

け、360度評価の結果を人事評価に直接

的には反映させていません。360度評価

は人気取りのような弊害が生まれる可能

性のある制度であるため、一時点の評価

で良し悪しを判断するのではなく、数年

間の評価の傾向を見て、その人に対する

本当の評価や成長の度合いを評価するこ

とが大切です。

監査業務における職業的懐疑心の発揮

職業的懐疑心は監査を行う中で一番大

事な心構えであり、監査人としてのスキ

ルそのものでもあります。この職業的懐

疑心は心の状態であるため、その発揮は

監査調書を見てもどのようなマインドで

監査に取り組んでいるかは分かりにくい

等、職業的懐疑心を発揮したか否かを評

価することの難しさが議論されました。

しかし、評価が難しいことを理由に、監

査人の一番大事な資質の評価を放棄する

わけにはいきません。例えば、監査計画

時点で被監査会社にどのような問題が発

生するリスクがあるかを監査チーム内で

徹底的に議論し、チームメンバーのリス

ク評価能力を評価します。あるいは、リ

スク評価の結果として監査手続を手厚く

実施して発見した問題点、監査手続を実

施した結果としてリスク評価とは無関係

に発見した問題点を評価するといった切

り口で、職業的懐疑心の評価を行う体系

を構築する必要があります。

監査品質を支える組織文化の醸成

この監査品質に関する報告書でも触れ

られていますが、2016年12月にPwC

グローバルネットワーク全体でValues 

and Behavioursという価値観と行動指

針が策定されました。非常にシンプル

に質の高いプロフェッショナルの基本的

な行動指針を言い表していると感じまし

た。これを組織文化としていかに浸透さ

せるかを議論しましたが、何より大事な

のは、経営委員会のメンバーが率先して

体現し、組織文化として定着するまで、

繰り返し、繰り返し、伝えていくこと、

その行動を体現した人、チームを紹介す

る等、一貫して示し続けることが大事だ

と考えます。

働き方改革

昨今、日本政府の推進もあり、働き方

改革が強く求められています。この対応

を迫られているのは一般事業会社だけで

なく、監査法人も同様です。職業的専門

家として労働時間の制約を理由に監査品

質を妥協するわけにはいかない、決算監

査の繁忙期が特定の月に集中するため、

この時期は残業対応も仕方がないといっ

た、長時間労働を容認する風潮が組織の

どこかにあると長時間労働の改善はでき

ません。コンプライアンスを旨とする監

査法人が世の中で決められたルールに従

うのは当然であり、このルールにコンプ

ライすることを前提とした経営の必要性

を強調しました。限られた時間で仕事を

する、限られた時間でこなせる量の仕事

しか受注しない、そういうカルチャーに

変えつつ、経営委員会は場当たり的な対

応ではなく、生産性を上げるための施策

に本気で取り組み、職員がサステナブル

な働き方ができる環境を早急に整える必

要があります。

ガバナンス
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重要な判断を要する監査業務への対応

PwCあらたは、社会的責任を果たす

べく、株式公開している大会社から小規

模の非公開会社に至るさまざまな監査業

務に従事しています。私は金融資本市

場の関係者の一員として、独立した厳格

な監査が重要であると考えています。ま

た、重大な判断を伴う事案への対応の難

しさも承知しています。公益監督委員会

（ PIB）は個別の監査業務について、その

是非を協議する場ではありませんが、外

部委員として自らの経験を基に、重大な

判断を下す際に考えるべきことをアドバ

イスしました。

監査法人のガバナンス・コードの

適用状況の評価

公益監督委員会（ PIB ）では「 監査法

人のガバナンス・コード 」の公開草案が

公表されて以降、継続的にその適用状

況を協議してきました。P.78 以降に掲

載する「 監査法人のガバナンス・コー

ドへの対応 」は現在までの取り組みの

状況を公表したものです。「 監査法人の

ガバナンス・コード 」の運用にあたって

は、より高いレベルの目標に向けて経

営を改善していくことが必要です。具

体的には各原則・指針ごとに望ましい

水準を設定し、定期的にその達成度を

評価するとともに、別途、法人内外の独

立性を有した部門による実効性の確認

をすべきとアドバイスしました。

【 2017 年度の活動総括 】

PwCあらたはその設立当初より、監査

品質を最優先課題として取り組んできま

した。多様な経験を積み多角的な目線を

持った監査人が、職業的懐疑心を発揮し、

企業の課題や問題を発見していく。本当

に重要な問題が発生した時には、公益の

観点から経営者と対峙する。PwCあらた

はそのような監査を目標として経営し、

また、そこに至るには課題があることを

経営委員会が自覚し、一つひとつ取り組

んでいることが実感できました。社会の

監査への期待に応えるため、構成員の士

気を高め、監査品質のさらなる高みを目

指す経営に期待しています。

公益監督委員会（PIB）議長

原 良也

当法人は監査品質を支える要素である

ガバナンスの強化を目的として2016年

8月1日に公益監督委員会（ PIB）を設置

しました。当法人は2006年の設立以来、

監視委員会を中心としたガバナンスの透

明性を意識して運営してきましたが、外

部委員を招いての公益監督委員会（PIB）

は法人経営に「公益の目線」を意識させ

る場となりました。

原良也議長からのメッセージでは公益

監督委員会（ PIB）の本会議における外

部委員からの助言が紹介されています。

これらの助言以外にも、当法人の現状の

経営課題に対して、公益の目線から多く

の気付きが得られました。

また、当法人のパートナーミーティン

グでは、外部委員より一年間の活動の感

想が共有されました。外部委員の経験を

踏まえた当法人の評価を受け、改めて監

査法人の社会的役割、プロフェッショナ

ルとしての責任の重さを実感しました。

公益監督委員会（ PIB）の設置初年度

は、文字どおり公益の目線を当法人の経

営に強く反映した年度となりました。し

かし一方で、経営の課題認識の感度をよ

り高め、社外委員と議論すべき経営の本

質に迫る必要性も感じました。日々経営

の質を高め、公益監督委員会（PIB）での

議論を通じて、PwCのPurpose、すなわ

ち、「 Build trust in society and solve 

important problems（ 社会における信

頼を構築し、重要な課題を解決する）」

を実現し、公益に資する監査法人となる

ことが使命であるという認識を新たにし

ました。

公益監督委員会（PIB）議長のメッセージを受けて

公益 監督委員会（PIB）議長からの

メッセージで提示された課題への

現状の対応

●人材育成の方針

組織の拡大期にある当法人は、個人の

能力の向上を法人としてサポートし、組

織として健全な成長を担保するための

仕組みを設けることが必要と考えていま

す。この観点から、人材育成も過去の業

務実績を基にした評価ではなく、将来の

成長に向けて多様な経験を含めた成長に

必要な要素を適時にアドバイスすること

を基礎とした人材育成・評価のフレーム

ワーク（ Global LDE）を当年度より導入

します。これは公益監督委員会（PIB）の

アドバイスと同じ方向性の制度変更であ

ると考えます。

● 職業的懐疑心の発揮に対する評価

上記のGlobal LDEでは周囲との日々

の対話を通じてリアルタイムのフィー

ドバックを行うことが重視されているこ

とから、監査チーム内でのリスク評価の

ミーティング、問題点の検出等、監査の

過程での職業的懐疑心の発揮の有無に関

してもリアルタイムでフィードバックを

行います。従来の一定期間経過後の業務

評価に比較して、タイムリーなフィード

バックは職業的懐疑心の発揮の状況をよ

り適切に評価できると考えます。

● 360 度 評 価の人事評価への反映

パートナーおよびパートナー候補者

については、360度評価の一部の結果を

人事評価に反映することを開始していま

す。職員については、キャリアコーチに

対して過年度を含む360度評価の結果を

開示し、結果とその傾向を踏まえたコー

チングを行うことを推進します。

● 生産性向上への取り組み

働き方改革の取り組みとして、組織文

化・人事制度・業務プロセス等の変革を

積極的に行い、生産性の向上を加速させ

ていきたいと考えます。

また、当法人は、設立当初から最新の

テクノロジー を積極的に導入すること

で、効果的かつ効率的な監査業務の実施

に努めてきました。今後、AI（人工知能）

などのテクノロジーへの投資をより一層

行うことで、監査の品質と効率性のさら

なる高みを目指します。

経営委員会議長

木内 仁志

ガバナンス
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人材

組織文化の浸透と発展

執行役・パートナー・職員間の

コミュニケーション

PwCグローバルネットワークおよび当

法人の理念、戦略、目標を伝え、当法人

がさらに発展していくために、代表執行

役、執行役副代表、および執行役が率先

してパートナー・職員とのコミュニケー

ションを行っています。

●	アシュアランスリーダーより、毎月1回、

全パートナーおよび職員を対象にメッ

セージを配信（当法人が最優先事項と

している業務品質に関するメッセージ

が必ず含まれる）。

●	2017年7月に法人内において共有した

「 PwCあらた事業計画」では、当法人の

理念、戦略、目標が説明され、業務品

質が最優先事項であることを明記。

●	2017年7月に監査部門ごとに、法人

の方針をパートナーおよび職員に伝え

る“All Staff Meeting”を実施。

●	パートナーミーティングにおいて、品

質に関するセッションを毎回必ず設定

し、パートナーへの情報共有を実施。

相互に敬意を払い

率直な意見交換を行える風土

パートナーおよび職員全員に公平かつ

積極的な意見発信の場を提供し、より良

い組織文化を全員一丸となって醸成して

います。

●	従業員調査を年に2回実施。その結果

を基に諸施策の有効性を評価し、パー

トナー・職員が相互に敬意を払える環

境を構築。

●	世界中のPwCのプロフェッショナル

が利用しているPwC内部のソー シャ

ル・ネットワーク・サービス（法人内

SNS）を積極的に活用。

●	設立以来のカルチャーである「 Speak 

Up」という組織文化を重視し、アシュ

アランスリーダーと職員による直接意

見交換を行う場である昼食会“Speak 

Up Lunch”を実施。

●	パートナー および職員が積極的にコ

ミュニケーションを行うことができる

環境の醸成。

●	アシュアランスリーダーによりパート

ナー および職員に対して配信される

ニュースレターにおいて「 Speak Up」

を推奨。

ガバナンス

高品質な監査を実現するための取り組み
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パートナー
澤口 雅昭

人事担当パートナーからのメッセージ

私たちは、自らの普遍的な存在意義で

ある“PwC Purpose”を、「 社会における

信頼を構築し、重要な課題を解決する」

としています。「信頼を構築」できる専門

家集団には、「 誠実性 」が求められます。

社会の「重要な課題の解決」をするため

には、「高度な専門性」が求められます。

「誠実性」も「高度な専門性」も、「人」

に帰属します。従って、監査法人にとっ

て、「人」が全てであるといえます。いか

にして、「誠実」で「高度な専門性」を有

する「人」を見つけ出し、採用し、育成し、

社会に貢献できる専門家にするか、そし

て、それらの「 人 」が、幸せな人生を送

れる環境を整えることできるか、それが、

監査法人の人事の使命だと思います。

会計士試験合格者を多数採用する一

方で、経験を積んだ会計士が多数、退職

していくという監査法人運営の時代は終

わりました。そういう意味で、退職率が

低下していることは喜ぶべきことだと思

います。

一方、職員満足度指数（ People En-

gagement Index）が前々期の63%から、

前期は 60%に低下したことは真摯に受

け止めなければなりません。 原因分析

をすると、いかにして職員に専門家とし

て成長していることを実感してもらえる

か、また、目まぐるしく変化する環境の

中で、いかにして将来のキャリアを描け

るように育てるか、そういう監査法人運

営の本質に行き当たります。これらの点

に真剣に配慮しながら、人事施策を見直

し続けなければなりません。

「誠実性」と「高度な専門性」を有する

「人」を、より多く集めるためには、「人」

を大切にしなければなりません。そして、

私たちが有する人材は、専門性が多様で、

監査 法人は「人」が全て
「 誠実性 」と「高度な専門性 」を有する「人」を見つけ出し、
社会貢 献できる専門家に育てます

生活環境も異なり、人生観や性格も一人

ひとり異なります。それら全ての人財を

大切に育て、生かし、社会の多様な課題

の解決に寄与しなければなりません。

将来の環境は、今までとは比較になら

ない速さで変化します。私たちは、環境

の変化より速く進化し、「社会における信

頼を構築し、重要な課題を解決する」と

いう私たちの存在意義を社会に示し続け

なければなりません。そして、「誠実性」

と「高度な専門性」を有する多様な人財

を育て、社会におけるさまざまな状況に

おいて「正しい判断」をし続けることで、

高品質な監査を提供し、社会の期待に応

える監査法人でありたいと思います。

人材
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Global LDE のフレームワーク

「 将 来 の 成 長 」にフォーカスして
新 年 度 の目 標 を 設 定 する 。

Career Outlook

Career Roundtable

パフォーマンスと目標の達成度に
ついて、年度末にコーチと議論し、
評価会議（Career Roundtable）で
業績評価・昇進の決定を行う。

Career Coach

すべての職員にコーチがアサインされ、
目標設定とその実現をサポートする。

Continuous Development

日々自分の実施した業務を振り返り、
継続的に能力開発に取り組むことで、
目標を達成する。

PwC Professional Snapshot 

PwC Professionalの各要素の達成度とパフォーマンスについて、
コーチとリアルタイムに双方向のコミュニケーションを実施する。

ビジネスの洞
察
力

The PwC Professional

信
頼
関
係の

構築

専門

能
力

グ
ロ
ー
バル感覚

リーダーシップの
発揮

採用・人材育成

採用

監査の品質を担保するのは人であり、

採用活動は監査の品質を支える人材を確

保する入口となる重要なプロセスです。

私たちは、一定の専門的能力と誠実性を

有し、私たちと価値観を共有できる人材

を採用することが重要と考えています。

そのため、私たちは採用活動において、

存在意義である「社会における信頼を構

築し、重要な課題を解決する」に沿って、

私たちの仕事は「世の中に信頼をつくる

こと」であるという説明をしています。

また、PwCあらたが求める人材像である

“PwC Professional”のフレー ムワー ク

や成長を支援するための制度と取り組み

を示して、目指すべき人材像やキャリア

像を採用候補者と共有しています。

配属

当法人では、会計の専門家にとどまら

ず、業種のスペシャリストとなることを

目指してもらうため、採用の過程でどの

業種に関心があるのか、どのようなキャ

リアを積みたいのかを採用担当者と話し

合って配属部署を決定します。そのた

め、入所時から高い目的意識とモチベー

ションを持って業務に取り組むことがで

きます。このように、業種別の監査部門

への配属を通じて専門性を向上するこ

とで、監査品質の維持・向上に取り組ん

でいます。

なお、当法人では「人財会議 」におい

て、各人の知見、経験を勘案し、業務部

門の垣根を越えた最適な人材配置を行っ

ています。

Global LDE による育成・評価

PwCグロー バルネッ トワー クでは、

PwCの構成員が将来に向けて多様・複

雑なスキルや能力を身に付けるための

育成・ 評価のフレー ムワー クとして、

Global Leadership Development Ex-

perience（以下、“Global LDE”）を導入

しています。当法人でも、2018年度よ

りGlobal LDEの適用を開始しました。

このGlobal LDEでは、PwC Profession-

alフレームワークに基づき、過去の評価

よりも将来の成長に焦点を当てるととも

に、日々の対話を通じて、周囲からリア

ルタイムでフィードバックを求めること

が重視されます。こうした新しいカル

チャーの醸成により、職員一人ひとりが

日々の業務を通じて成長を加速させ、よ

り高度かつ多様な専門性を身に付けるこ

とを促進します。

OJT

入所後は、研修だけでなく、オン・ザ・

ジョブ・トレーニングとして、実際の業

務の中で経験豊かな監査責任者および統

括主査が業務の監督と査閲を行い、監査

チームメンバーに対して適時にフィード

バックを行います。監査チームメンバー

は、監査責任者および統括主査との討議

を通じて、適切な職業的懐疑心の発揮や

識別されたリスクへの対応、十分な文書

化といった高品質な監査の実践を肌で感

じることができます。

また、業種別に編成された組織の中で

継続的に業務に従事することで、当該業

種に関する知識をより深めていくことが

できます。

人材
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2016 年度：73.5 時間

時間

2017 年度

67.2

監査業務従事者の平均研修受講時間

監査業務に関する研修プログラム

高品質な監査を提供できる人材を育

成するためには、最新の専門知識を常に

アップデートし、年次や役割に応じたス

キルを身に付けていくことが必要とな

ります。監査業務に従事するパートナー

および職員は必須研修を含め年間 40 時

間以上の研修を受講することとしてい

ます。

当法人を含むPwCメンバーファーム

は、世界中で一貫した高品質の監査を提

供するため、グローバルで共通した研修

カリキュラムを実施しています。これに

は、全世界共通の監査アプローチである

PwC Auditおよびこれに関連する監査

ツールの使用方法等が含まれます。これ

に加えて、当法人では、わが国の法令、

会計および監査の基準、税務ならびに品

質管理レビューの結果等、独自の研修も

豊富に実施しています。研修講師は、品

質管理本部に所属する職員だけでなく、

各監査部門の一定以上の職階の職員から

も、監査経験や専門性等を考慮して選出

されます。研修の実施にあたっては、担

当する研修内容ごとに、研修講師のため

の研修（＝講師研修）に参加することが

求められます。この講師研修ではPwC

グローバルから提供される研修プログラ

ムを深耕するともに、日本における監査

実務を反映させ、研修受講者にとってよ

り役立つ内容とするための検討が行われ

ます。

モニタリングとフィードバック

受講者の理解を深めるため、多くの研

修において事後の確認テストを実施して

います。また、必須研修については、そ

の受講履歴をモニターしています

さらに、研修をより効果的なものとす

るため、研修受講者に対してアンケート

を実施し、研修プログラムの役立ち度合

いや研修講師による研修の進め方等に

関するフィードバックを収集していま

す。フィードバックは研修実施部門で

分析して、今後の研修内容や実施方法の

改善に生かしています。また、講師に対

するフィードバックは講師間で共有さ

れるとともに、評価の高い講師には品質

向上への貢献が人事評価において考慮

されます。

研修

研修に対する考え方

当法人は、設立以来、「教え合う文化・

ともに学習する文化」を醸成しており、研

修を「継続的な成長のための気付きの場」

と位置付けています。研修は、実務にお

いて大きな課題に直面した個人の経験知

を組織として共有し、組織知として定着

させ、業務品質を向上させるための「学

び」「気付き」の場です。当法人は、研修

で得た知識を日々の業務に適用し、現場

での学びを研修の場で再確認することで、

新たな気付きを得ることができます。

また、当法人は職業的懐疑心を保持し

て監査業務を実施するには、会計・監査

に関する専門能力の維持・向上を大前提

として、業務における心構えや質問力・

聞く力といったソフトスキルも必要であ

ると考えています。 研修プログラムの

策定においては、PwC Professionalフ

レームワークに即して、監査の現場を想

定した会計監査等の専門領域に関する実

務的なスキルを深めると同時に、自分の

考えを説得力をもって説明するためのロ

ジカルシンキングや、PwCあらたのカル

チャーや心構えを学習することも考慮し

て継続的な成長を促しています。

全体の平均スコア
学習目的の
達成度

研修の進め方への
満足度

監査業務への
役立ち・関連性

2016 年度：4.3

4.3/5点

5

1

23

4

2016 年度：4.3

4.3/5点

5

1

23

4

2016 年度：4.2

4.2/5点

5

1

23

4

2016 年度：4.3

4.3/5点

5

1

23

4

研修に対するフィードバックアンケートの結果（2017 年度）

職階別の研修プログラム

アソシエイト シニアアソシエイト マネージャー シニアマネージャー ディレクター パートナー

会計監査年次研修

IFRS 研修

USGAAP・GAAS 研修

税務研修

不正事例研究

部門別専門領域研修　例：リスク・アシュアランス、規制対応  等

Technolgy 研修　例：Aura※1、Halo for Journals※2 等

※1  PwC が全世界共通で使用している電子監査調書ツール
※2  PwC が全世界共通で使用している仕訳テストツール

フィードバック＆コーチング研修、キャリア開発研修 等

チーム・
リーダーシップ

New Manager
研修

New Senior 
Manager 研修

New Director
研修

New Partner
研修

Excel 等
各種研修ツール

ロジカル・シンキング
研修

データ分析研修 課題解決研修 ビジネス開発

議事録作成研修 プロジェクト・マネジメント研修

語学学校提供プログラム受講補助、レベルチェックテスト受験補助

Global 
Session

オーストラリア
短期アサイン

イングリッシュ・コーチング、各種ワークショップ
（Body Language, Culture Awareness,

 1st Impression, Presentation etc.,）
フィリピン短期留学

ドキュメンテーション研修 パーソナル
ブランディング研修

プレゼンテーション研修
リレーションシップ

構築研修ファシリテーション研修

会計／監査
専門領域

リーダーシップ

ビジネス

グローバル

リレーション
シップ

人材

46 PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書2017 47PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書2017



 質問内容

 PwC で勤務する際の全体的な満足度 2016 年度 2017 年度

 ピープル・エンゲージメント・インデックス 63% 60%

 その他の個別質問（抜粋） 2016 年度 2017 年度

 私たちは、サービスの品質に 関する 明 確な基準を定めています。 67% 63%

 PwC では、意見の 相違 があっても気にすることなく、
 オープンに発言することができます。 2017 年度より新設 63%

 私は、日々受けるフィードバックやコーチングにより、
 自分のパフォーマンスを即座に改善することができています。 52% 54%

※各設問に対して、5 段階評価のうち４「そう思う」以上とした回答者の割合
※昨年度までは品質に関する直接的な質問項目の結果を開示していましたが、企業風土および人材育成が監査品質に

本質的に影響を与えており、これらの事項を向上させることを経営上重視していることから、今年度より関係する質
問を開示しております。

職員調査結果の概要

3,000

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

2,000

2,500

1,500

1,000

500

0

118 129
131

143

507 491
553

623

1,401 1,420 1,535 1,784

151

743

1,964

パートナー
および海外
PwCパートナー

シニアアソシエイト
アソシエイト

ディレクター
シニアマネージャー
マネージャー

（単位：人）

人員数の推移

人事評価

人事評価における業務品質の位置付け

「 業務品質 」を人事評価における最重

要項目として位置付けることで、全ての

パートナー・職員が監査を含む業務の

品質を最優先事項として行動するよう

な動機付けを行っています。

パートナーの人事評価

パートナー の人事評価は、各パート

ナーが毎年作成する個人の業務計画書

に基づいて行われます。業務計画書にお

いては、業務品質に関する項目が最も重

要な項目となっており、業務計画書の達

成度合いについて各業務部門長が評価

を行い、経営委員会に提出しています。

また、外部検査等において品質への貢献

が評価された場合や監査品質の維持向

上への取り組みを行う等、高い監査品質

への貢献が認められると判断される場合

には、その内容が適切に評価に反映され

ています。

職員の人事評価

職員の人事評価は、PwC Professional

の5つの構成要素に対応して定義された

各職階に求められるスキル・ 能力の到

達状況や、部門ごとに設定された業績評

価目標の達成状況等によって評価されま

す。 全ての職員が、職階に応じてPwC 

Professionalの各要素を十分に発揮す

るとともに、業務品質が最優先される業

績評価目標を踏まえて行動することによ

り、高品質な業務の提供を可能とします。

360 度評価の導入

当法人は、風通し良い文化の醸成と一

人ひとりの価値向上につなげることを

目的として、360 度評価を実施していま

す。パートナーおよびパートナー候補

者については、必要に応じて、その結果

が評価に反映されています。

十分な人材の確保

Global People Survey

（職員に対する調査）

監査の品質を確保していくには、職員

の業務に対するモチベーションが高く維

持されることが必要です。私たちは、毎

年定期的にGlobal People Surveyを実

施しています。結果はヒューマン・キャ

ピタル部で分析が行われ、その結果が経

営委員会で共有されるとともに、各業務

部門に報告されます。各業務部門におい

て、調査結果を基に対応策が検討される

とともに、経営委員会においても法人全

体としての問題点および改善策が議論さ

れています。

当年度のピープル・エンゲージメン

ト・インデックスの低下については、各

部門においてその要因を分析し、改善へ

のアクションプランへと繋げていく予定

です。なお、低下の主な要因として、現

時点においては業務の繁忙感などを認識

しています。これについては、すでにリ

ソースの再配分、働き方改革などを実施

しています。

監査業務遂行に必要な人材の確保

監査の品質を維持・向上するには、監

査業務に十分な時間を確保できるだけの

人材を採用・維持することが必要となり

ます。

私たちは、被監査会社の増加に合わせ

て、十分な監査時間を確保できるよう積

極的に人材を採用するともに、人材育成

や従業員定着のためのさまざまな施策を

行っています。当法人の設立以来、人員

数は順調に増加してきていますが、今後

も監査の品質を維持・向上するための人

員確保に努めていきます。

人事評価を通じた人材育成

法人全体の
業務品質のさらなる向上

監査チームの
業務品質のさらなる向上

個々人の能力の最大化

個々人の成長促進

育成に重点を置いた
フィードバック

対話に基づく育成文化の醸成
退職率の推移

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
5

10

15
13%

10%
11%

8%
7%

（%）

人材人材
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人材交流

人材交流に対する考え方

当法人は、業種別組織の下で特定の業

種を継続的に担当し、業種に関する知識

を蓄積していくことが、高品質な監査の

基盤になると考えています。

このため、異動・出向等の人材交流は、

それまでに養った専門性をさらに発展・

深化できるように実施しています。例え

ば、事業会社等の外部への出向や海外赴

任においても、これまでに経験した業種

を担当する等、同じ業種について異なる

立場や視点で携わる経験を積むことで、

監査人としての視野を広げ、リスク認識

と対応の能力を高めていきます。

法人内異動・国内関係機関への出向

法人内異動では、例えば監査部門から

品質管理本部への異動により、法人全体

の品質管理活動に関与し、そのスキルや

考え方を監査現場に持ち帰ることができ

ます。また、法人内異動以外にも、国内

PwCネットワーク間の出向や転籍を可能

にする制度を採用しています。

日本公認会計士協会や企業会計基準委

員会をはじめとする国内関係機関への出

向では、業界団体や会計基準設定団体の

活動に貢献するとともに、自主規制団体

や会計基準設定者としての考え方を身に

付けることで、監査業務に戻った時にこ

れまでとは異なる視点から被監査会社の

ビジネスやリスクを捉えることが可能に

なります。

海外 PwCネットワークファームとの

人材交流

被監査会社の海外進出が進む中で、海

外子会社を含めたグループ監査を適時・

適切に実施するためには、現地の文化や

商慣習、法制度等の理解が不可欠です。

当法人と海外の PwCネットワークファー

ムとの間には双方向の人材交流があり、

日本から世界各地に多数の赴任者を輩

出するとともに、さまざまな国から日本

への赴任者を受け入れています。私たち

は、設立以来行われてきた海外PwC法人

との活発な人材交流を通じて、相互に会

計・監査の実務、各産業の動向等の情報

交換を行い、グローバルに通用する人材

を育成しています。

リーダーシップ育成プログラム

海外のPwCネットワークファームとの

通常の人材交流に加え、当法人は将来の

パートナー候補をリーダーシップ育成プ

ログラムへ派遣しています。当該プログ

ラムを通じて、個人としての専門的知識

やソフトスキルの向上のみならず、PwC

グローバルネットワークにおける多様な

人脈の構築・強化を促すことで、グロー

バル企業に対する監査をリードする人材

の育成を強化しています。

2017年度の
法人内 異動者数41 名

品質管理本部等

製造・流通・サービス（MDS） 金融ビジネス（FS）

16名

事業会社等

PwCあらた

国内関係機関等

20名
（企業会計基準委員会、日本公認会計士協会等）

さまざまな組織との人材交流（ 2017 年 6 月30日現在）

アジア・
パシフィック

28人

欧州・
アフリカ
12人

米州
18人+ + = Total 

58人

海外 PwC ネットワークファーム（赴任者数）（ 2017 年 6 月30日現在）

パートナーに占める海外赴任経験者割合（ 2017 年 6 月30日現在）

48%

人材人材
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2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
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マネージャー以上の女性比率パートナー・職員の女性比率

29.8
%

32.5
%

33.7
%

35.4
%

35.5
%

14.1
%

15.2
%

16.8
%

17.6
%

17.9
%

パートナー・職員の女性比率および マネージャー以上の女性比率

ダイバーシティ & インクルージョン 働き方改革

オフィス環境の整備

当法人は、ブランドの体現、コミュニ

ケーション・コラボレーションの向上、

テクノロジーを活用した効率化等を目的

として、オフィス環境の整備を進めてい

ます。

当法人は設立当初からフリー アドレ

ス制を導入し、全パートナー・職員への

PC/スマートフォン貸与を実施して、業

務インフラを整備してきました。 東京

地区では、2017年6月に大手町オフィ

スを開設しました。今回のオフィスデザ

インは、チームワーク強化に資するイン

フラ整備・コラボレーションの場づくり

をテー マとして実施しました。 大手町

オフィスでは、フリーアドレスの執務ス

ペースをとりまく形で、最新のテクノロ

ジーを導入したさまざまな形態の会議ス

ペースを配置し社内の交流・コラボレー

ションを促すためのカフェテリアの設置

等により業務の効率化・生産性の向上を

図っています。入居しているオフィスビ

ル自体も多様な働き方をサポートするこ

とをコンセプトとして設計されており、

就業者専用ラウンジ、店舗、保育所が併

設されています。

また、名古屋地区では、2016年6月に

「 Be Proud of PwC」をテーマとしたオ

フィスリノベーションを実施し、職員か

らは、生まれ変わった新しいオフィスに

ついて職場環境が大きく改善したと評価

されています。働きやすさを追求したコ

ンセプトとデザインを評価いただき、第

30回日経ニューオフィス賞・中部ニュー

オフィス推進賞を受賞しました。

監査品質を支えるダイバーシティ

被監査会社のビジネスモデルが多様化

し、グローバル化する経済環境の下では、

監査上のリスクを適時適切に把握するた

めに、多様な視点から思考することがで

きる複眼的な組織をつくることが必要で

す。私たちは、変化の激しい時代におい

て、さまざまな観点やバックグラウンド

を有する人材を擁することが、網羅的な

リスクの識別、ひいては監査品質の向上

につながると考えています。性別、年齢、

国籍、経験、障がいの有無などの多様性

を尊重する「ダイバーシティ」だけでな

く、垣根を越えた多彩な人材を長期的に

維持し、互いに融合しながら活躍できる

場を提供していく「インクルージョン」

を目指し、“Gender”、“Nationality”、“Work 

Style”、“Disability”の4つの領域でさま

ざまな取り組みを行っています。

ジェンダーダイバーシティの推進

当法人では、女性リーダー育成のため

のさまざまな施策を実施しています。

●	スポンサーシップ制度

●	リーダーシップ育成研修

また、育児や介護等との両立支援制度

も整備しています。

●	復職者支援

●	提携保育園との契約

●	フレキシブルな勤務時間制度

当法人では資格の種類、職種を問わず

に平等な発言機会を提供し、多様な主張

に磨かれた業務品質を達成すべく、全職

員に占める女性比率、全管理職に占める

女性比率について、具体的な目標値を設

定し、達成のための取り組みを実施して

います。

上記に加え国連ウィメンが世界中で展

開しているHeForSheの活動に積極的に

参加しています。

HeForShe

“HeForShe”とは、国連ウィメンが提唱するジェンダー

平等の実現に向けた活動です。PwCは、国連ウィメンに

よりHeForSheを推進する政府、教育機関、企業 30 団体

（ 10x10x10：テンバイテンバイテン ）の1社として、公式

に選出されました。

PwC はHeForSheの推進企業と

して、ジェンダー平等のさらなる

実現に向け、私たち一人ひとりが

日々の顧客サービスをはじめさま

ざまな場面でメッセージを発信し

ていくことで社会に貢献していき

ます。

ジェンダー平等の領域において

成果を上げることが、PwC Japanグループにとって、ま

た社会にとって「 Inclusive Culture：多様なメンバーが

お互いに受け入れあい個々の強みを生かして協業する文

化 」の構築につながると信じています。

大手町オフィス

大手町オフィス

大阪オフィス

名古屋オフィス

人材
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品質管理

非監査業務を提供する意義

非監査業務に対する考え方

企業を取り巻く事業環境の変化、情報

処理プロセスの高度化、取引の複雑化

に対応するため、監査業務においても会

計・監査以外の専門性が求められてい

ます。当法人は、キャリアの途上におい

て、IFRSアドバイザリー、不正調査等の

非監査業務の提供を通じて、さらにその

専門性を高め、それを監査業務に還元す

ることが監査業務の品質向上にもつなが

ると考えます。

一方、非監査業務を提供するにあたっ

ては、当法人は公認会計士法に定められ

た範囲内で業務を提供しています。また、

当法人およびPwCネットワークファーム

は、職業的専門家としての職業倫理を充

足し、私たちの存在意義である「社会に

おける信頼を構築し、重要な課題を解決

する」に適合した業務を提供します。

これまでに提供したことのない新規の

非監査業務を実施する場合には、公認会

計士の職業倫理への抵触の有無や法人

の評判を傷つけるリスクの有無を検討し

ます。

当法人は、職業倫理・独立性等を考慮

しつつ、人材育成の観点から非監査業務

の提供をプロフェッショナルとしての知

見やスキルを高める機会として位置付け

ています。

被監査会社への非監査業務提供

被監査会社に対する非監査業務は、監

査人の独立性を維持する観点から、監査

人の独立性を毀損しない非監査業務に限

定して提供しています。非監査業務提供

予定チーム（ PwC の国内法人および海

外ネットワークファームを含む）は、独

立性に関する方針等を参照し、業務提供

の可否および提供可能な業務の範囲を

識別した上で、PwCネットワーク共通の

非監査業務を通じた人材育成

職階

業
務
内
容

監査業務

● 会計プロフェッショナル
 としての基礎固め
● 業種に特化して監査業務に
 重点的に関与

● 難易度の高い監査領域
● チームマネジメント
● さまざまな経験を積み業務の幅を拡大

● 多様な経験を監査業務に還元
● 監査プロフェッショナルとして
 クライアントとの信頼関係構築

非監査業務

非監査業務
の経験

デュー
デリジェンス サステナビリティ

会計
アドバイザリー 不正調査 PwC 外部への

出向

スペシャリストとして
監査チームを支援

PwC Professional

アソシエイト マネージャー パートナー

データベースを用いて、業務提供先の被

監査会社を担当する監査責任者による事

前承認を得ることを必須としています。

被監査会社以外の会社への

非監査業務提供

業務提供予定先が被監査会社でない場

合は、非監査業務提供予定チーム（ PwC 

の国内法人および海外ネッ トワー ク

ファームを含む）はすでに提供中の業務

と提供（予定）業務との利益相反の有無

を確認し、業務提供の可否を検討します。

特定の非監査業務については、コンプラ

イアンス室の確認を義務付けています 。

また、業務の受け入れにより当法人また

は他のPwCメンバーファームの評判が

損なわれる恐れがあるかについて、非監

査業務提供チームおよび品質管理本部が

確認しています。

人材

高品質な監査を実現するための取り組み
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職業倫理と独立性・契約の締結および更新

独立性担当パートナーのメッセージ

独立性担当パートナー
（Partner Responsible for Independence）

山田 雅弘

当法人は、他のPwCネットワーク

ファームとともに、相互にシームレ

スに連携し、ワンストップで高品質

なサービスを提供しています。企業

の期待に応える高い品質のサービス

が高い倫理観をもって提供されるべ

きものであることは当然のことであ

り、業務の提供を受ける企業はもち

ろんのことステークホルダーや社会

からの期待も、年々高まってきてい

ます。

独立性を保持することは、監査業

務を提供する上での基盤です。被監

査会社から当法人や他のPwCネット

ワークファームに求められる非監査

業務も高度化・複雑化しています。

最善のサービスを提供しても、独立

性に関する法令や規則の違反を起こ

せば、結果として被監査会社に多大

な迷惑をかけてしまいます。そのよ

うことがないように、当法人は、職

業倫理や独立性のルー ルの周知徹

底や独立性遵守のためのデータベー

ス利用の啓蒙などを通じて監査チー

ム、非監査業務チームを全面的にサ

ポートし、一人ひとりが高い意識と

安心感をもって業務に従事できるよ

うにしています。

上記以外の業務執行社員および
審査担当パートナー

連続関与期間の上限 インターバル期間

上場会社等の筆頭業務執行社員および
審査担当パートナー 5年 5年

7年 2年

監査担当者のローテーション

職業倫理

当法人は、わが国の法令および日本公

認会計士協会の倫理規則ならびにPwC

ネットワーク共通のCode of Conductを

踏まえて、当法人の職業倫理に関する行

動規範および関連するガイダンスを定め

ています。当該行動規範および関連する

ガイダンスには、職業倫理および独立性

に加えて、マネーロンダリング防止、反

社会的勢力への対応、インサイダー取引

防止等幅広い場面に対応する規定が設け

られています。

独立性

●	独立性に関する方針および手続

	 　当法人の独立性に関する方針および

手続は、わが国の法令および日本公認

会計士協会の倫理規則や独立性に関す

る指針に加えて、PwCがグローバルで

採用する独立性の方針（ PwC Global 

Independence Policy ）から構成され

ています。

●	被監査会社の網羅的な把握

　　PwCネットワークで共有するデータ

ベースに全職員がアクセスし、全世界

のPwCネットワークファームが契約す

る監査業務と被監査会社を網羅的に把

握できる体制になっています。被監査

会社の情報は、日々更新されているた

め、常時最新の情報を確認することが

可能です。

●	個人の独立性

　　当法人のパートナーおよび職員は、

年次のコンプライアンス確認手続およ

び個々の監査業務に従事する際に実施

するチェックを通じて、独立性遵守を

確認しています。

　　 また、パ ー トナー および マネー

ジャー以上の職員については、保有す

る有価証券や、保険や年金を通じて間

接的に運用する投資先等をデータベー

スに登録することを義務付け、独立性

の諸規則に抵触していないことを確認

しています。

　　 さらに、代表執行役およびパート

ナー就任予定者に加えて、無作為に抽

出したパートナーおよび職員に対して

独立性の遵守に関する詳細な検査を毎

期実施しています。

●	監査担当者のローテーション

　　被監査会社との馴れ合いを防止する

ため、監査責任者および審査担当パー

トナーについて連続関与期間の上限お

よび被監査会社への関与を禁止するイ

ンターバル期間を設けています。

　　また、監査責任者を補佐する立場で

ある統括主査（チームマネージャー）

についてもその連続関与期間の上限を

設定し、原則として7会計期間以内と

しています。

●	独立性に関する法令および

	 規則等に抵触した場合の対応

　　 監査業務の提供に当たって独立性

の規則に違反する事象が生じた場合に

は、当該違反の原因となった利害関係

を解消するとともに、当該違反および

対応策等について、被監査会社の監査

役等と書面をもって協議します。

　　また、監査業務の提供に当たって独

立性の規則に違反した又は違反に関与

したパートナーおよび職員は、所定の

規程に基づく処分の対象となります。

契約の締結および更新

当法人は、わが国における監査の基準

とPwCネットワークにおける方針を踏ま

えて、監査契約を含む全ての業務にかか

る契約の新規の締結および更新に係る方

針を定めています。

新規の契約の締結に先立ち、時間およ

び人的資源を含め、当法人が監査業務を

実施するための適性および能力を有して

いるかを検討します。そして、新規の関

与予定企業と当法人（パートナー・職員

を含む）の独立性など利害関係を調査す

るとともに、当該企業の評判、経営者の

姿勢、ガバナンスや内部統制の状況、会

計・監査上の問題の有無等のリスク評価

手続を実施し、評価されたリスクに応じ

て定められた適切な承認を得ることとし

ています。

契約の更新に際しては、少なくとも年

に一度リスク評価を実施し、その結果に

応じた適切な承認を得ることとしてい

ます。

これらの一連の手続は、A&C（ Accep-

tance and Continuance）というPwCネッ

トワーク共通のシステムを通じて実施さ

れます。
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監査チームの組成と支援体制

経営委員会

方針の浸透

連携

推薦

審査

承認
連携

連携

品質管理本部

業務部門責任者 審査担当パートナー

連携

部門リスク管理担当
パートナー

部門品質管理担当
パートナー

品質およびリスクの
監視活動

監査責任者 統括主査 監査チームメンバー等

サポート

チーフオーディター

監査チーム
選任

製造・流通・サービス（MDS） 金融ビジネス（FS）サポート

IT 不正 年金数理金融商品税務

各領域の専門家

●監査責任者

実施した監査手続の査閲および評価、文書化の適切性および適時性、導かれた結論につい
て最終的な責任を負います。また、継続的な品質向上を目指す原動力になります。監査責任
者は、当法人の方針および手続に従い、その職責を果たすための適性、能力および経験を有
する日本の公認会計士であるパートナーを、各監査部門の責任者が選任しています。

●統括主査

監査の全過程において、監査責任者を補佐し、各監査チームメンバーが実施した監査手続
およびその結果を検討し、十分かつ適切な監査証拠が入手できていることを確認します。

●監査チームメンバー

監査計画に基づき、職業的懐疑心を保持・発揮しながら監査手続を実施します。また、実施
した監査手続で生じた重要な事項等について、監査責任者および統括主査に適時に報告・
討議します。

●各領域の専門家

ITシステムや税務、不正、金融商品、年金数理等の複雑な領域においては、十分かつ適切な
監査証拠を入手するため、各領域の専門家が監査の各段階において十分に関与する体制を
構築しています。

●審査担当パートナー

審査担当パートナーは、監査の計画および意見表明時のみならず、検討すべき事項が生ず
るたびに、監査チームと討議し、実効性のある審査を適時に行っています。

●部門リスク管理担当パートナー

品質管理本部が実施する品質管理のための監視活動をサポートするとともに、必要に応じ
て、各監査部門において品質およびリスク管理のための独自の監視活動を実施します。

●部門品質管理担当パートナー

部門リスク管理パートナーから権限の移譲を受け、部門リスク管理パートナーの役割のう
ち品質管理に関する役割を担います。部門品質管理担当パートナーは、各業務部門のチー
フオーディターと連携して各業務部門における品質管理を実施します。

●チーフオーディター

監査に関する知識・経験が特に豊富なパートナーおよび職員により構成し、法人レベルの
品質管理活動に関する監査現場での定着や、監査現場における意見やアイデアを収集し
て、品質管理本部と連携しながら活動するなど、各監査部門における自主的な品質管理活
動を主導しています。

各業務部門における品質管理体制および監査チームの組成
監査チームは、業種別に編成された各

業務部門の中で、各人の独立性の遵守状

況、業務のリスク、必要な能力、経験、

時間の十分な確保、外部機関による検査

の結果等を踏まえ、厳正かつ公正な監査

を実施するために必要十分な人材によ

り、組成されています。

また、審査担当パートナーは、全ての

監査業務について、適時に検討すべき事

項を監査チームと討議し、実効性のある

審査を適時に行っています。

チーフオーディターは、品質管理本部

や監査部門品質管理担当パートナーと連

携し、監査部門の自主的な品質管理活動

を主導する役割を担っています。

さらに、各業務部門にリスク管理担当

パートナーおよび品質管理担当パート

ナーを配置し、品質管理本部と連携を図

りつつ、業種にかかわる専門性を生かし

た品質およびリスク管理活動を実施して

います。
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58 PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書2017 59PwCあらた有限責任監査法人　監査品質に関する報告書2017



監
査
計
画
審
査

監
査
意
見
審
査

重要事項の
タイムリーな討議

監査計画の立案段階 監査手続の実施 完了手続

企業および
企業環境の
理解

監査リスクの評価および識別 監査
報告書の
発行リスク対応手続の立案 統制評価手続 実証手続

PwC Audit Guide

キック・オフ・ミーティング 監査責任者と監査チームメンバーの意見交換

監査責任者
監査調書の査閲

統括主査

補佐

監査進捗の監視
監査チームメンバー

監査チーム

重要な事項、重要な判断等の都度の審査

審査担当パートナー

監査メソドロジー

監査チーム内
コミュニケーション

監査業務にかかわる
監督および査閲

品質管理本部から
発信された
情報の浸透

監査業務の
事前点検※

調書化ツール
の開発

海外PwCとの
連携

ワークショップの
開催

監査現場からの
相談対応

現場との連携 本部との連携

※監査業務の事前点検とは : 現在進行中の監査業務について、クオリティ・レビュー部と各部門のチーフオーディターが協力して監査計画の内容や手続の実
施状況をリアルタイムで点検し、改善の余地について監査チームと協議を行います。これにより、監査基準等の要求事項への対応状況のみならず、非効
率な監査が行われていないかどうかが確認でき、必要な改善を監査完了前の早い段階で実施することが可能となります。また、点検結果については各部
門内で広く共有され、点検対象外の業務においても有効活用されます。

チーフオーディターの活動内容

監査の実施

当法人の監査アプローチ “PwC Audit”

監査チームは、わが国の監査の基準お

よびPwCが世界で共通して採用する監

査アプローチであるPwC Auditに準拠し

て監査を行います。PwC Auditは、国際

監査基準の要求事項に加えて、PwCとし

て培ったノウハウを基に開発された具体

的な方針およびガイダンスです。

PwC Auditによる監査アプローチにお

いて、基本的かつ最も重要な要素は、監

査リスクの適切な評価です。当法人は、

期初の監査計画の立案時のみならず、監

査報告書を発行するまでの全過程を通

じ、継続して監査リスクの識別および評

価を行い、これに適切に対応する監査手

続を計画、実施します。

監査リスクを適切に識別し、評価する

ため、被監査会社の事業プロセスについ

て、上流から下流まで一貫して理解する

ことを重視しています。また、事業プロ

セスの理解を通じて被監査会社のさまざ

まな情報を適切に集め、裏付けることは、

職業的懐疑心を保持・発揮し、不正や誤

謬による財務報告の誤りを識別するため

の礎となります。

なお、監査上のリスクを適切に評価し

対処するため、全ての監査業務において、

被監査会社の経営幹部および監査役等と

の率直かつ深度のあるディスカッション

の実施を義務付けています。

審査

審査は、全ての監査業務について、監

査の計画、実施および完了の全ての段階

において、監査チームによる監査の実施

と並行して行われます。審査担当パート

ナーは、監査の計画および意見表明時の

みならず、検討すべき事項が生じるたび

に、監査チームと討議し、実効性のある

審査を適時に行っています。

審査担当パートナーの選任にあたっ

ては、各業務部門での推薦を受け、品質

管理担当執行役が承認することで、審査

担当パートナーの客観性を確保していま

す。また、適切な審査を行う上で必要と

される研修を受講する義務が課されてい

ます。

チーフオーディター

チーフオーディターは、各監査部門で

監査業務に携わるパートナーおよび職員

のうち、監査に関する知識・経験が特に

豊富な人材により構成され、各監査部門

における自主的な品質管理活動を主導し

ます。

また、法人レベルの品質管理活動に

ついて、監査現場での定着を図るととも

に、法人全体の品質管理活動に役立てる

ため、監査現場における意見やアイデア

を収集して、品質管理本部と連携しなが

ら活動しています。また、実務的な論点

や監査現場においてニーズが高い論点

を中心にワークショップを開催する等、

業務部門内の意見交換の促進に貢献し

ています。

チーフオーディターとしての活動を通

じた監査品質向上への貢献は、メンバー

の人事評価にも反映されています。

個別監査業務における監査の実施体制および審査体制

品質管理
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企業結合・連結

会
計

リ
ス
ク

監
査

固定資産・減損

金融商品

収益認識

税金・退職給付

重要性の基準値

監査報告書

独立性

不正リスク

継続企業の前提

品質管理本部

品質管理本部における専門的な見解の担当領域例

品質管理本部によるサポートおよびモニタリング

品質管理本部

品質管理本部では、専門的な見解に関

する問い合わせに対する助言の提供等、

随時、業務遂行上の留意事項について各

監査チームとのコミュニケーションを行

い、問題点の早期発見・解決に努めてい

ます。

品質管理本部による専門的な見解の提供

品質管理本部は、監査の品質管理にお

ける重要な機能として、監査チームに対

し専門的な見解を提供しています。監査

チームは、不正リスクが顕在化した場合

における監査チームの対応、難易度の高

い問題や判断に困難が伴う事項に対する

監査上の取り扱いなどについて、品質管

理本部の専門部署に専門的な見解の問い

合わせを実施します。

品質管理本部の担当者は、事案の内容

や監査チームの検討結果および暫定的な

結論について監査チームと十分に議論を

行い、専門的な調査を実施した上で見解

を示します。品質管理本部の担当者は、

外部の専門機関への出向経験のある者な

ど各専門領域および実務に精通した者で

構成しています。

品質管理本部から監査チームに対する

積極的な問いかけ

（“Reach Out”「リーチアウト活動」）

品質管理本部では、監査において特に

留意すべき事項に関する各監査チームの

対応状況を積極的に確認し、必要に応じ

て対応を促すとともに監査チームを支援

するため、質問を工夫したアンケート形

式の調査を実施しています。この仕組み

を、「品質管理本部から監査の現場に手

を伸ばす」という意味を込めて、「リーチ

アウト活動」と称しています。

リーチアウト活動の対象は、例えば、

特定の産業に所属する被監査会社や公認

●リスク管理部

監査事務所としての品質管理全般のモニタリングを所管し、審査体制の整備および運用を
確保し、被監査会社および個々の監査業務のリスクプロファイルをモニターしています。

●アシュアランス・ラーニング・アンド・エデュケーション部

PwC グローバルネットワークのカリキュラムに基づく研修の他、当法人固有の研修を
企画し、より実践的かつタイムリーな研修を提供しています。

●クオリティ・レビュー部

経験豊富な専任のパートナー等を配置し、高い専門性が要求される監査業務の審査およ
び品質改善のための定期的検証を実施しています。また、チーフオーディターと協力し
て実施する監査業務の事前点検など、各業務部門との連携を強化することで適時かつ実
効的な監査業務の品質改善を図ります。

●メソドロジー・アンド・テクノロジー部

当法人の監査業務の実施にかかわる方針および手続の適切な実践を確保するため、監査
サポートシステムをはじめとする各種監査ツールの整備や監査業務の実施における具
体的な監査手法の浸透を図ることなどにより、有効かつ効率的な監査の実施をサポート
しています。

●アカウンティング・サポート部

会計分野別に専門家を揃え、特定の会計事象がある場合、専門的な見解に関する問い合
わせに対して助言を提供しています。また、最新の会計に関する情報を収集し、新たな会
計基準等の導入を支援する業務担当者をサポートしています。

●アシュアランスOGC

法務リスクを所管し、被監査会社および個々の監査業務のリスク管理上の諸問題につい
て法的側面から助言しています。

会計士法上の大会社の監査チーム等、調

査項目に応じて都度、決定しています。

品質管理本部は、監査チームからの回答

を分析し、追加的な対応や支援が必要と

判断した場合は、該当する監査チームと

個別に追加的なコミュニケーションを図

ります。

リーチアウト活動は、2017年度では、

教育的効果も企図した多数の問いかけを

してきました。一定の効果もあったこと

から、2018年度では教育的効果を企図

した質問は削除し、より生の状態に近い

ところで現状把握を行うに資する質問を

行うことにより早い段階で監査チームと

内容の対話を行っていく予定です。

当法人におけるこうした監査チームと

品質管理本部の双方向のコミュニケー

ションは、ベストプラクティスの一つと

して、PwCグローバルネットワーク内に

紹介されています。

監査チーム

①質問 ②監査チーム
　による確認
　（自己点検）

③回答 ④分析

⑤追加
　協議

品質管理本部

リーチアウト活動

審査会による審議

当法人は、品質管理およびリスク管理

上、特に慎重な判断が求められる業務に

ついて、審査会による審議を行います。

審査会は、品質管理本部のパートナー

および各業務部門のパートナーのうち、

十分な経験、知識等を有し、適切な判断

を行うことができる立場にあると認めら

れる者によって構成され、代表執行役が

議長を務めます。審査会の審議は、原則

として、審査会メンバー全員の同意によ

り行われます。

また、監査上の判断が相違した場合、

審査会がこれを審議することにより、解

決していきます。

品質管理本部による監査責任者の

業務のモニタリング

監査責任者は、その職責を果たすため

の適正、能力および経験を考慮して各業

務部門の責任者により選任されますが、

さらに客観的な視点から、品質管理本部

が選任結果を個別に検討するプロセスを

採用しています。加えて、各パートナー

の年間の担当業務に偏りがないかを確

認し、パートナーの業務のポートフォリ

オのレビューを実施しています。このレ

ビューにおいて、各パートナーは自身の

年間の担当業務量、業務の複雑性、繁忙

期の集中度等を把握し、各業務部門の責

任者と面談を実施しています。さらに客

観的な視点から、品質管理本部がこれを

横断的にレビューし、必要に応じて関係

者と協議し、業務分担の見直しを求める

等、きめ細かいモニタリングを行ってい

ます。

品質管理
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不正リスクへの対応

不正による重要な虚偽表示のリスク

わが国の監査基準においては、「 監査

人は、職業的専門家としての正当な注意

を払い、懐疑心を保持して監査を行わな

ければならない。」と定められています。

また、「 監査における不正リスク対応基

準」においても、不正リスクに適切に対

処する上で、職業的専門家としての懐疑

心（職業的懐疑心）が重要であることが

強調されています。

職業的専門家としての

懐疑心の保持および発揮

当法人では、監査チームメンバーが職

業的懐疑心を保持・発揮し、不正リスク

に対してより注意深く、批判的な姿勢で

臨むためには、監査チーム内での円滑な

コミュニケーションが重要だと考えてい

ます。監査チームメンバー間の率直な意

見交換を通じて、監査責任者を含む監査

チームメンバー間で、潜在的な不正リス

クを含む監査リスクの認識、事業上の合

理性に疑問を抱かせる特異な取引等、監

査上重要な問題となる可能性のある事項

およびその対応方針を共有します。

また、監査チームメンバーが、不正に

よる重要な虚偽の表示を示唆する状況

を適時かつ適切に識別することできるよ

う、以下の取り組みを行っています。

不正による重要な虚偽の表示の

疑義があると判断した場合の対応

追加的な監査手続によって不正による

重要な虚偽表示の疑義があると判断した

場合、監査チームは必須手続として、品

質管理本部に対して専門的な見解の問い

合わせを行います。この専門的な問い合

わせを通じて、関連するリスク評価、リ

スク対応手続の詳細および監査報告に及

ぼす影響や不正に関する専門家の関与の

要否も検討します。

各業務部門のリスク管理担当パート

ナーは、監査チーム体制の強化および監

査手続に関する助言を行うとともに、必

要に応じて、各監査部門の責任者に対し

て、監査責任者の追加選任または交代の

必要性を検討するよう勧告します。

●	パートナーおよび監査現場をリードす

る一定以上の経験を有する職員に対し

て、過去の不正事案を踏まえたケース

スタディ研修の受講の義務付け。

●	当法人内外からの通報制度として、情

報提供ホットライン※を導入。

※	情報提供ホットラインは、法人ウェブサイトに通報方
法を記載しています。通報者が人事等において不利益
を受けないよう、関連規程上、明文で定めています。
また、当法人のコンプライアンス室室長が、提供され
た情報に関するアクセス権限者を選任します。この際、
通報対象事項に関係を有する者にはアクセス権限を付
与せず、通報者の秘密を守ることにより、通報者が不
測の不利益を受ける事態も防いでいます。

不正による重要な虚偽の表示を示唆する

状況への対応

監査チームは、不正による重要な虚偽

表示を示唆する状況を識別した旨を品質

管理本部に報告し、当該状況について経

営者に質問して説明を求めるとともに、

追加的な監査手続を実施します。監査

チームは、この段階において、必要に応

じて品質管理本部へ専門的な見解の問い

合わせを実施します。

職業的専門家としての
懐疑心の保持および発揮

不正による
重要な虚偽の表示を
示唆する状況への対応

不正による重要な虚偽の
表示の疑義があると
判断した場合の対応

● 監査責任者を含む
 チームメンバー間の
 インタラクティブな対話
● 不正リスクの識別、
 対応手続立案

● 経営者に対する質問
● 追加的な監査手続

● リスク評価、リスク対応手続
 の詳細および監査報告に
 及ぼす影響検討
● 専門家の関与の要否検討
● 適格な審査担当パートナー
 の審査実施

● 過去事例等の研修
● 監査ホットライン

● 監査チームから
　品質管理本部への報告

● ステークホルダーの期待に対して、正しいことをする（Doing the right thing）、
　 すなわち、厳正かつ公正な高品質の監査を実践していくという組織文化
● 年齢や職階に関係なく、建設的な意見を表明すること（Speak Up）が定着

● 品質管理本部による
 専門的見解の提供
● 監査チーム体制強化検討
● 部門リスク管理パートナー助言
● 審査体制の強化検討
● 品質管理本部による
 審査実施状況のモニタリング

監査チーム

法人の体制

法人の
組織文化・風土

不正による重要な虚偽表示の疑義が

あると判断した場合は、当該疑義に係

る監査チームの対応について、審査担

当パートナーによる審査が完了するま

では監査意見を表明することができませ

ん。なお、審査担当パートナーによる審

査が当法人の方針と手続に従って適切

に実施されるよう、品質管理担当執行役

が、各業務部門の責任者および部門リ

スク管理パートナーと協議して審査担

当パートナーの適格性を再検討し、リス

ク・経験等を勘案した上で継続または交

代の要否を判断します。また、品質管理

本部は、審査担当パートナーによる審査

の実施状況をモニタリングします。

不正リスクへの対応

品質管理
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監査業務の定期的検証

当法人における定期的検証の概要

当法人では、当法人の品質管理体制お

よび個々の監査業務に関する定期的検証

を実施しています。わが国における品質

管理および監査に関する基準に、当法人

固有の規定を加味した方針、手続、ツー

ルおよびガイダンスを用いたレビューを

独自に実施しており、品質管理本部内に

新設されたクオリティ・レビュー部がこ

れを統括することにより定期的検証を強

化しています。

この定期的検証には、PwCが世界統一

で採用する品質管理レビュー の仕組み

で あ るGlobal Assurance Quality Re-

view（ GAQR）を活用します。GAQRは、

ISQC1をはじめとする監査事務所の品

質管理および監査に関する基準を踏まえ

て開発されたプログラムです。レビュー

チームは海外のPwCネットワークファー

ムのパートナーおよびマネージャーを含

めて編成され、PwCネットワーク共通の

方針、手続、ツールおよびガイダンスを

利用してレビューを実施します。

監査事務所の品質管理体制の

定期的検証

監査事務所の品質管理体制の定期的検

証は、法人全体の品質管理の仕組みに関

する内部統制が、品質管理の基準に沿っ

て適切に整備および運用されているかど

うか検証するものです。具体的には、経

営委員会や品質管理本部、コンプライア

ンス室、ヒューマン・キャピタル部など、

法人運営にかかわる組織および部門が整

備・運用している内部統制を内部監査室

が監査するとともに、GAQRを活用した

定期的な有効性評価を行っています。

個々の監査業務の定期的検証

個々の監査業務の定期的検証は、個々

の監査業務が、監査に関する基準等に

沿って適切に実施されているかどうか検

証するものです。具体的には、抽出され

た監査業務について、PwCグローバルの

統一の仕組みであるGAQRを活用した定

期的な有効性評価を行うとともに、当法

人において選定されたレビューアーが、

当法人固有の方針等を用いて検証を行い

ます。

監査責任者として監査業務を実施して

いるパートナーは、少なくとも3年に一

度は個々の監査業務の定期的検証の対象

となります。また、社会的影響度の高い

監査業務やリスクの増大が認識された監

査業務については、より頻繁に検証が行

われます。

識別した不備の評価、伝達および是正

定期的検証の結果、重要な指摘事項が

識別された場合、監査責任者は改善計画

を立案し、これを実行して追加の監査証

拠を入手することが求められます。品質

管理本部は、当該改善計画が適時かつ適

切に実施されているか監視します。

定期的検証の結果および一連の是正措

置は、PwCネットワークにも共有される

とともに、監査チーム内での役割および

責任を考慮の上、パートナーも含む各監

査チームメンバーの人事評価に反映され

ます。

定期的検証の結果を踏まえた

品質改善の取り組み

2017年度のGAQRを活用した定期的

検証において、特に重視された領域は以

下のとおりです。

●	予実分析や比率分析といった、経営者

による経営成績の分析および判断（レ

ビュー・コントロール）が適切に行わ

れているか

●	帳票作成の基礎となるデータの信頼性

が確保されているか

●	例えば資産の減損やのれんの評価と

いった会計上の見積りが適切か

これらはいずれも、近年の海外当局に

よる検査等において重視されている領

域であるとともに、被監査会社の内部統

制としてさらなる整備・ 運用が期待さ

れている領域でもあります。例えば、レ

ビュー・コントロールは、同種の事象に

対して同じ対応が行われ、常に一定精度

の結論を導くような、再現可能性の高い

水準で実施されることが期待されてい

るため、対応と結論が文書により詳細に

説明されている必要があります。また、

重要なシステム帳票については、たと

え古いシステムから出力されるもので

あっても当該帳票の信頼性についての

説明責任を今日的に果たすことが求め

られています。会計上の見積りの監査の

検査では、予実差異を踏まえた会社の新

しい仮説が会計的に信頼できることを十

分に監査できているかどうかという点に

着目されます。すなわち、会社による予

実差異の把握と分析の力が監査まで含め

定期的検証の結果

対象年度 対象業務 /
カバー率

重要な指摘事項
なし

重要な指摘事項
あり

監査意見の
修正が必要

2016 年度 25 / 56% 22 3 0

2017 年度 24 / 42% 17 7 0

根本原因分析と対応策の周知徹底

当法人では、定期的検証や外部機関に

よる検査等の結果を踏まえて、根本原因

分析を実施し、監査品質の改善に役立て

ています。具体的には、改善が望まれる

事項の分布状況、問題が識別された監査

業務とそれ以外の業務との比較、客観的

な要因と潜在的な問題点の検討といった

さまざまな分析を行っています。

当法人では、これらの分析結果を吟味

し、PwCネットワーク内で共有されてい

るベストプラクティスも考慮の上、人材

の配置方針の見直し、監査手続書の改訂、

再発を防止するためのガイダンスの作

成、現在進行中の監査業務における対応

状況の適時の確認、十分な教育研修の実

施など、必要な対応を行います。

定期的検証の結果

2017年度において、24（ 2016年度

は25）の監査業務がGAQRを活用した定

期的検証の対象となり、うち、71%（2016

年度は88%）について、重要な指摘事項

は識別されませんでした。また、重要な

指摘事項が識別された監査業務について

再評価した結果、監査意見を修正すべき

ものはありませんでした。

当該定期的検証は、監査業務を実施し

ているパートナーの42%（ 2016年度は

56%）をカバーしています。

2017年度では従来よりも当法人にお

いて選任されたレビューアーの数を増員

しました。

た財務報告の質に重要な影響を及ぼすこ

とになります。

当法人は、これらの国際的な監査品質

向上の潮流を酌み、いち早く課題認識す

るとともに、被監査会社と協力しながら

日本における財務報告および監査の品質

向上をリードしていきます。

稼働したレビューアーの人数

  2016 年度  2017 年度 

  PwCあらた 海外 PwC PwCあらた 海外 PwC

 パートナー 4 10 10 13

 マネージャー 39 34 62 38

 Total 43 44 72 51  

  87  123 
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公認会計士・監査審査会金融庁 勧告

監査事務所

日本公認会計士協会

被監査会社等監査

審査

行政処分 品質管理レビュー措置 検査検査

品質管理レビューの報告

外部機関による検査等に関する制度の概要

外部機関による検査等

日本公認会計士協会による

品質管理レビュー

日本公認会計士協会による通常の品質

管理レビューは、原則として3年に一度

（当法人を含む大手監査法人に対しては

2年に一度）実施されます。通常の品質

管理レビューにおいて発見事項があった

監査事務所に対しては次年度にフォロー

アップ・レビュー等が実施されます。ま

た、監査に対する社会的信頼を損なうお

それがある場合に実施する特別レビュー

制度等も設けられています。

監査事務所に対しては、これらの品質

管理レビューの結果に応じて、注意、厳

重注意、監査業務の辞退勧告といった措

置がとられます。これに加えて、上場会

社の監査を行う監査事務所に対しては、

監査事務所の品質管理の状況に応じて、

法令等に準拠していないことが明らかに

なった場合には、業務の適正な運営を確

保するために必要な行政処分その他の措

置を金融庁長官に勧告します。

金融庁は、公認会計士・監査審査会の

勧告を踏まえて、監査事務所に対して戒

告、業務改善命令、業務の全部または一

部の停止、解散命令、課徴金納付命令等

の行政処分を行います。

なお、当法人は設立以来、金融庁によ

る行政処分を受けた事実はありません。

上場会社監査事務所名簿等に注意・勧告

の概要を「開示」または名簿からの「抹

消」といった措置がとられます。

なお、当法人は設立以来、日本公認会

計士協会の品質管理レビューの結果に基

づく措置を受けた事実はありません。

公認会計士・監査審査会による検査

公認会計士・監査審査会は、日本公認

会計士協会から品質管理レビューに関す

る報告を受けてその内容を審査し、必要

に応じて日本公認会計士協会、監査事務

所、被監査会社等に立入検査を実施しま

す。その結果、日本公認会計士協会にお

いて品質管理レビュー が適切に行われ

ていなかったことが明らかになった場合

や、監査事務所において監査の品質管理

が著しく不十分である場合、監査業務が

指摘事項への対応等

当法人は、日本公認会計士協会の品質

管理レビューまたは公認会計士・監査審

査会の検査において指摘を受けた場合

は、適切な対処を行うとともに、その根

本原因を分析し、再発を防止するための

ガイダンスの作成、教育研修の実施等、

必要な対応を行っています。

設立以降の
金融庁による行政処分

O件設立以降の
日本公認会計士協会の
品質管理レビューの
結果に基づく措置 O件
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監査品質を支えるテクノロジー

Halo（ヘイロー）

当法人は、データ分析をより有効に活

用し検証するためのプロセスおよびツー

ルの開発を戦略的に行っています。テク

ノロジーを活用したデータ利用監査は、

従来の監査を変革し、監査対象データを

適切かつ網羅的に分析することで、監査

の品質が向上します。

PwCではデータ利用監査ツールとして

「 Halo」を開発しています。その一つで

ある「Halo for Journals」は、コンピュー

タ利用監査技法（CAAT）による仕訳デー

タの分析をより効果的かつ効率的に、そ

してより視覚的に実施する新しいツール

です。Halo for Journalsが取り扱える

データ量に制限はなく、

これを使用した仕訳デー

タ解析を行うことで、例

えば、統計学的手法を用

いて不正による重要な虚

偽表示のリスクが高いと

考えられる事項等につい

て、特定することが可能となります。

なお、「 Halo」は、2016年にグローバ

ル会計専門誌『 International Account-

ing Bulletin』が選出するオーディット・

イノベーション・オブ・ザ・イヤーを受

賞しました。

Halo

Aura

Connect

Connect（コネクト）

「Connect 」は、被監査会社と監査チー

ムがセキュリティで保護されたオンライ

ン上で、一元的に管理監査に関連する資

料等の交換を安全に行うためのツールで

す。従来、被監査会社と監

査チー ムの協力により手

作業で行っていた依頼資

料の管理を、より効率的か

つ網羅的に行うことが可

能です

Aura（オーラ）

PwC Auditにおける監査アプローチは、

PwCが世界全体で全ての監査業務にお

いて使用している電子監査調書システム

である「Aura」に組み込まれています。

Auraによって、監査リスクおよび当

該 リスクに 対 応

するた めに 必 要

な手 続 等 が明 確

化されています。

また、Auraには、

監 査 実 施に関 す

るガ イダ ン ス が

包 括 的 に実 装さ

れている他、業種別および会計基準、監

査基準別に応じた対応が可能となってお

り、総合的なプロジェクト管理に役立つ

機能が組み込まれています。これらの機

能は定期的に改良され、監査チームがわ

が国の監査の基準およびPwC Auditに

準拠した監査業務を効果的かつ効率的に

実施することが可能となります。

将来の監査に向けた取り組み

当法 人は、会 計 監 査に人 工 知 能

（ AI ）を取り入れ、新たな価値創造

による監査品質の向上、業務の効率

化・自動化を実現するための調査研

究を開始するため、2016年10月に

AI監査研究所を設置しました。また、

2016年11月に国立大学法人滋賀大

学と、実践的な教育プログラムの開

発およびビジネス面での本格的な

データサイエンス活用について、共

同研究を開始しました。

今年度にはこれらの取り組み成果

を、監査業務において実証実験を行

い、監査現場への導入を行います。
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「監査品質に関する報告書2016」を活

用した、投資家・アナリストの方々との対

話を通じて頂いたフィードバックの例は、

以下のとおりです。

ガバナンス

●	監査法人のガバナンス・コードが制定

された趣旨を十分に踏まえて、監査法

人の経営を行うべきである。

●	公益監督委員会（PIB）による助言の

結果、PwCあらたの経営がどのよう

に改善されたかを丁寧に説明してほ

しい。

人材
●	近年、PwCあらたの規模が急速に拡大

している。大規模法人にありがちな弊

害や落とし穴に陥ることなく、優秀な

人材を確保し、健全な組織文化を維持

し、成長していけるのかについて注目

している。

品質
●	監査報告書の利用者である投資家・ア

ナリストが、監査済みの財務情報をど

のように利用しているのかについて、

一人ひとりの監査人がより適切に理解

した上で、監査を行ってほしい。

●	監査報告書の長文化等の今後の趨勢を

踏まえると、監査法人から投資家に対

しても、従前以上に積極的な説明やコ

ミュニケーションが必要になる。

このようなフィードバックをもとに、当

法人では当報告書の記載を拡充するとと

もに、外部から投資家やアナリストを招

へいしての法人内研修を実施しており、

今年度以降も実施予定です。

なお、この研修の受講者からは以下の

ようなフィードバックがありました。

「財務諸表利用者の視点を持つことがで

きる機会を得られたという点で非常に有

用と感じました」

「監査法人や会計監査に対する期待を、

投資家という異なる立場のプロフェッ

ショナルから聞けたことは大変有意義で

した」

「我々の仕事を誰がどう利用しているの

かを知り、監査業務に活かしたいと思い

ます」

投資家からのフィードバック

対話の手段

● 「監査品質に関する報告書」のディスカッション
● 投資家が講師になって行う法人内研修の実施
● グローバル投資家サーベイの企画・実施と分析

● コミットメントレターの提出
● バリューレポートの提出
● 満足度調査の実施
● 監査業務における日々のコミュニケーション

● 満足度調査の実施
● PwC あらた監査役懇話会
● PwC あらた Audit Committee Network

ステークホルダー

投資家

企業

経営者

監査役等

ステークホルダーとの対話の手段

金
融
資
本
市
場

経営者
企業

監査役等

PwCあらた有限責任監査法人

投資家

情報

対話

対話

投資

主なステークホルダーとの対話

ステークホルダーとの対話

ステークホルダーとの対話の重要性

当法人は、マクロ経済環境やテクノロ

ジーの革新をはじめとする金融資本市場

を取り巻くさまざまな状況の変化、ある

いはそれぞれのステークホルダーの置か

れた状況により、「 監査品質とは何か 」、

「監査法人が金融資本市場の期待に応え

続けるために、何をすべきか」という問

いかけに対する答えは変わりうるものだ

と考えています。

当法人は、金融資本市場への参加者で

ある投資家や被監査会社との対話を通

じ、高品質な監査を追求しています。

投資家との対話

PwCグローバルネットワークでは、投

資家との対話を積極的に推し進めるべく

かねてよりInvestor Community Engage-

mentと称するチームを設置し、金融資本

市場の参加者の声を傾聴してきました。

当法人も、PwCグローバルネットワー

クの一員としてこのチー ムと密に連携

し、グローバルな投資家との対話を行う

とともに、以下のとおり当法人の活動と

して、日本の投資家ともさまざまな対話

を継続的に実施しています。

●	昨年公表した「監査品質に関する報告

書」をベースに、20名以上の投資家や

アナリストと、監査法人の在り方や監

査品質の向上に関して意見交換を実施。

●	外部より投資家、アナリストを招へい

し、「投資家との対話シリーズ」と題し

て、監査人として、投資家の視点や開

示情報の利用方法を理解するための研

修を継続して実施。

●	PwCグローバルネットワークが実施し

ているグローバル投資家サーベイを他

の拠点と共同で企画・実施し、経営者

と投資家の対話の在り方を分析。あわ

せて、日本の投資家からの意見を収集・

分析。

対話から得られたフィードバックやコ

メントは、定期的に経営委員会に報告さ

れ、監査品質の向上に向けた検討に活用

しています。

また、PwCは、投資家・アナリストの

コミュニティであるCRUF（ Corporate 

Reporting Users Forum ）の 活 動 を 支

援しています。この組織は、投資家の視

点、すなわち企業が開示する財務・非財

務情報の利用者の視点から、会計・開示

の制度や基準の在り方について積極的に

意見発信を行い、金融資本市場の参加者

間の対話をより一層実りあるものとする

ことを主な目的として、世界各国でさま

ざまな活動を行っています。当法人も、

2009年に設立されたCRUF Japanの活

動を支援しています。
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被監査会社からのフィードバック

当法人は、自らの監査業務を客観的な

視点から批判的に振り返り、また、被監

査会社と真摯に向き合うために、被監査

会社からのフィードバックを有効活用

する取り組みを行っています。これに

は、被監査会社の経営者のみならず監査

役等からのフィードバックも含まれて

います。

被監査会社より入手したフィードバッ

クは、個々の監査チームによって分析さ

れ、監査の有効性および効率性のさらな

る向上に向けて有効に活用されていま

す。なお、全てのフィードバックの分析

結果は適時に経営委員会に報告され、そ

の対応がモニターされています。

監査役等との対話

当法人が監査を担当する上場会社の

監査役等と監査責任者の相互のコミュニ

ケーションの場として、「 PwCあらた監

査役懇話会 」を開催しています。また、

当法人が監査を担当していない企業を

含め、幅広い上場会社の監査役等との間

で、これからのコーポレートガバナンス

や監査の在り方について継続的な意見交

被監査会社からのフィードバックの活用サイクル

監査の有効性
および効率性の
継続的な向上

コミットメ
ン
ト
レ
タ
ー

満
足
度
調

査

バリューレポート

「満足度調査」は、監査業務の実施状況や実施結

果に対して、被監査会社の率直な意見を還元し

てもらうためのツールです。これにより、監査

の有効性および効率性のさらなる向上に向け

て取り組むべき点をより正確に理解し、翌年度

の監査計画およびコミットメントレターに反

映します。

なお、被監査会社への設問項目のうち、重要性

が高いと回答された項目は以下のとおりであ

り、これらの項目について継続的な品質の向上

に取り組んでいきます。

●質問や依頼事項への対応が迅速である。

●業務の信頼性、正確性が高い。

●問題の指摘だけでなく、解決に導くための有

用な説明がある。

●問題の本質を理解した上での指摘やアドバイ

スを行っている。

●スケジュールや期日を遵守して業務を行って

いる。

「コミットメントレター」は、業務開始時におい

て、現在の被監査会社の事業環境や事業戦略お

よび前年度の満足度調査の結果等を勘案した上

で、監査チームが、被監査会社に対して職業的懐

疑心を発揮しながら高品質な監査を効果的かつ

効率的に提供することについて約束（＝コミッ

ト）するものです。

「バリューレポート」は、業務開始時に提出した

コミットメントレターを受けて、実際の監査業

務の実施状況や実施結果を明確にし、被監査会

社と共有することを目的として、業務完了後に

提出するものです。

換を行うことを目的とした「 PwCあらた

Audit Committee Network 」を開催し、

セミナーやワークショップを通じて監査

役等と幅広いコミュニケーションを図っ

ています。

PwCあらた監査役懇話会および PwCあらた Audit Committee Network

略称 PwCあらた監査役懇話会 PwCあらた Audit Committee Network

目的・趣旨 被監査会社の監査役等と当法人パートナーが、コーポレート
ガバナンスや監査の在り方に関するトピックについて意見交換
することで、相互の立場の違いを理解し、監査における協力関
係を深める。

被監査会社に限定せず、広く上場会社の監査役等とコーポレー
トガバナンスや監査の在り方に関するトピックについて意見
交換することによりフィードバックを得て、会計監査に対する
ステークホルダーの期待を理解する。

頻度 年 2 回 セミナー・ワークショップ 等で 年 6 回

主なテーマ ● 三様監査について
● 公益通報者保護制度と監査役について
● 第三者委員会について
● サイバーリスクについて

● 指名・報酬に関する規律と監査等委員会について
● 海外におけるコーポレートガバナンスと開示について
● 監査等委員会設置会社における課題について
● 投資家から見たコーポレートガバナンスについて
● 会計監査のポイントについて
● 外部監査人の評価について
● 企業の持続的な価値創造について
● サイバーリスクについて
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情報セキュリティへの取り組み

組織的対策 ● コンプライアンス室室長が情報セキュリティ管理責任者および個人データ管理責任者を任命し、
 同室情報ビジネスセキュリティグループが、全社的な情報セキュリティ対策の推進を担当。
● 情報セキュリティ管理責任者によって任命された各部門の情報セキュリティ管理者が、

 担当部門における情報セキュリティに関する活動を実施。
● 定期的に情報セキュリティにかかわる内部監査を実施。

● 入所時にパートナーおよび職員全員より情報の非開示に関する誓約書の受領。
● 定期的に情報セキュリティ、個人情報保護に関する研修を実施。
● 適宜、情報セキュリティや個人情報の取り扱いに関する全社メールを送信。

● 当法人オフィスへの入館に際しての、セキュリティカードを用いたアクセス管理。
● データセンター、調書室など、特に重要な情報資産を保管するエリアについては、

 特別に許可された者のみがアクセスできるよう制御。

● 当法人貸与 PC のハードディスクの高度な暗号化（暗号化解除のためのパスワードの入力が必要）および PC の
追加貸与により情報漏洩リスクを軽減。

● 業務に使用する PC については、VDI（仮想デスクトップ）化を順次導入。
● 監査業務に使用するシステムへのアクセスを制限。
● 外部からインターネット経由で当法人の内部ネットワークへ接続するには、当法人貸与の PC の利用、

 ID およびパスワードの入力が必要。
● VPN による暗号化通信による、通信経路からの情報漏えいの防止。
● オフィス内のプリンターには、各人に配付されるセキュリティカードによる個人認証を必要とする

 印刷システムを導入。

技術的対策

物理的・環境的対策

人的対策

情報セキュリティ

情報セキュリティの管理体制

監査業務では、被監査会社から機密情

報を含むさまざまな情報を入手します。

これらの情報が外部に漏えいした場合

には、被監査会社に対して多大な損害を

与え、また、当法人の信頼を揺るがしか

ねない事態となります。特に、当法人は

テクノロジーを最大限に活用した監査

を推進していることから、情報セキュリ

ティについて万全の管理体制を整備し

ています。

当法人では、日本公認会計士協会から

発出されている「公認会計士業務におけ

る情報セキュリティの指針 」に加えて、

ISO27002に準拠したPwCネッ トワー

クの情報セキュリティ方針に基づき、次

ページの管理体制を構築し、運用してい

ます。

情報セキュリティインシデントへの対応

情報セキュリティインシデント発生時

においては、セキュリティホットライン

（ 24時間対応）への速やかな報告を義務

付けています。

インシデント発生時には、コンプライ

アンス室室長が責任者となり、同室情報

ビジネスセキュリティグループが関係者

と協力しながら、対応する体制を整備し

ています。

また、インシデント発生原因を分析

し、再発防止策を検討することにより、

情報セキュリティ対策の改善につなげて

います。
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対応済

対応済

対応済

対応済

対応済

● 卓越したサービスを提供するプロフェッ
ショナル集団として、法人のビジョンを
全員が共有

● 「厳正かつ公正な高品質の監査を実施
し、経済の健全な発展に寄与する」こと
をミッションとしている

原則1

監査法人が果たすべき役割

● 経営 委員会が当法人の経営全般に責
任を負い、代表執行役が経営委員会を
統括

● 経営委員会の構成員は、それぞれ職務
分担に対応した能力を備えた者を選任

原則2

組織体制
（実効的な経営機能の発揮）

● 経営委員会から独立した機関として、監
視委員会を設置

● 社外有識者を含めた公益監督委員会
（PIB） を設置

● 公益監督委員会（PI B）による経営委員
会の取り組みの監督・評価を実施

原則3

組織体制
（独立した立場からの経営機能の監督・評価）

● 2015年より、「監査品質に関する報告書 」
を公表

● 資本市場の参加者等との意見交換とそ
の結果の活用

● 本原則の適用状況等の評価の結果を分
析し、対応を検討

原則5

透明性の確保

● 経営委員会が監査の現場からの情報等
を適時に共有するとともに経営委員会
の方針を監査の現場まで浸透

● 執行役・各業務部門長等で、法人レベ
ルでの人材育成方針・人材配置・評価
を議論

原則4

業務運営

2017年3月31日に「監査法人の組織

的な運営に関する原則（監査法人のガバ

ナンス・コード）」が公表されました。「監

査法人のガバナンス・コード」は大手上

場企業等の監査を担う監査法人の組織的

な運営において確保されるべき原則を規

定しています。このガバナンス・コード

は、資本市場を支える重要なインフラで

ある会計監査を巡る状況の変化や、会計

監査法人のガバナンス・コードへの対応

監査に対する社会の期待を踏まえ、監査

法人に対して実効的な組織運営の実現を

強く求めています。

当法人は会計監査に対する期待を表し

た「監査法人のガバナンス・コード」を

採用しており、原則および指針への対応

状況を説明します。

「 監査法人のガバナンス・コード」の

運用にあたっては、より高いレベルを目

標に経営を改善していくことが必要であ

ると認識しています。具体的には各原則・

指針ごとに望ましい水準を設定し、定期

的にその達成度を評価するとともに、実

効性の確認をしていきます。現状、課題

と考えている項目については、今後の対

応方針も説明しています。
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対応済

対応済

対応済

対応済

対応済

原則1　監査法人が果たすべき役割

監査法人は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等の保護を図り、もって国民経済の健全

な発展に寄与する公益的な役割を有している。これを果たすため、監査法人は、法人の構成員による自由闊達な議論と相互啓発

を促し、その能力を十分に発揮させ、会計監査の品質を組織として持続的に向上させるべきである。

指針1-1 
監査法人は、その公益的な役割を認識し、会

計監査の品質の持続的な向上に向け、法人の

社員が業務管理体制の整備にその責務を果た

すとともに、トップ自ら及び法人の構成員がそ

れぞれの役割を主体的に果たすよう、トップの

姿勢を明らかにすべきである。

●	代表執行役が、当法人における品質管理の仕組みに関する最終的な責任を

負います。
●	代表執行役および執行役は、率先してパートナー・職員とコミュニケーション

を図ります。この中で、「 ステークホルダーの期待に対して正しいことをするこ

と」が重要である点、「 年齢や職階に関係なく、建設的な意見を表明すること

（Speak Up）」を推奨している点などを強調しています。

	 代表的なコミュニケーション手段とその概要は以下のとおりです。

✔	法人内で、「 PwCあらた事業計画 」を共有しています。この中で、業務品質

が最優先事項であることを明記しています。

✔	年度始めに法人としての方針をパートナーおよび職員に伝える“All Staff 

Meet ing”を実施します。この中で、業務品質の重要性を強調しています。

✔	定期的に開催されるパートナーミーティングにおいて、品質に関するセッ

ションを毎回必ず設定し、パートナー間で業務品質に関する情報の共有を

行っています。

✔	アシュアランスリーダーより、毎月1回、全パートナーおよび職員を対象に

メッセージを配信しています（ 当法人が最優先事項としている業務品質に

関するメッセージが必ず含まれます）。

指針1-2
監査法人は、法人の構成員が共通に保持すべ

き価値観を示すとともに、それを実践するた

めの考え方や行動の指針を明らかにすべきで

ある。

●	当法人は、「 社会における信頼を構築し、重要な問題を解決する」を存在意義

として掲げています。
●	当法人は、卓越したサービスを提供するプロフェッショナル集団として、法人

のビジョンを全員が共有し、明確なリーダーシップと創造的なチームワークに

よって「 厳正かつ公正な高品質の監査を実施し、経済の健全な発展に寄与す

る」ことをミッションとしています。このミッション実現のため以下の考え方を

明らかにしています。

✔	戦略的優先領域‐業務品質、人材、業務収入の拡大／成長、ブランド／存

在価値、収益性／トランスフォーメーション（ 監査の変革）の設定。業務品

質を最優先事項と設定。

✔	当法人の求める人材像 - “PwC Professional”というフレームワークを定義。

✔	プロフェッショナルとしての価値観と行動指針（Values and Behaviours）

を明確化して、共有しています。

指針1-3
監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職

業的懐疑心や職業的専門家としての能力を十

分に保持・発揮させるよう、適切な動機付けを

行うべきである。

●	パートナーおよび職員の評価では、業務の品質管理に関する事項を最も重要

な要素としています。主に重視する事項は、監査上の重要な判断の適切性、

職業的懐疑心の発揮、識別し評価した監査リスクへの対応の適切性、文書化

の適切性・適時性などです。
●	個々の監査業務に関連する事項に加えて、例えば、チーフオーディターとして

の活動など、業務部門全体の監査品質向上に向けた取り組みへの貢献も、各

人の評価に反映されます。

指針1-4
監査法人は、法人の構成員が、会計監査を巡

る課題や知見、経験を共有し、積極的に議論

を行う、開放的な組織文化・風土を醸成すべ

きである。

●	当法人は、監査チーム内の風通しの良さを重視しており、「 年齢や職階に関係

なく、建設的な意見を表明すること（Speak Up）」の文化が定着しています。
●	パートナーおよび職員による監査チームミーティングにおいて、意見交換を積

極的に行うことを推奨しています。
●	毎年、独立した外部業者に依頼して、法人の構成員を対象として、その職業

意識や業務への満足度などを調査しています（Global People Survey）。経

営委員会はその調査結果を分析し、改善策を講じています。

指針1-5
監査法人は、法人の業務における非監査業務

（ グループ内を含む。）の位置づけについての

考え方を明らかにすべきである。

●	法人内において共有した事業計画の中では、当法人の存在意義「 社会におけ

る信頼を構築し、重要な課題を解決する」を踏まえて、監査業務、非監査業

務の成長戦略も明記されています。各業務部門においては、業務品質を最優

先とした上で、監査業務、非監査業務の成長戦略がより具体的に策定されて

おり、非監査業務の位置づけは以下のとおりです。
●	企業を取り巻く事業環境の変化、情報処理プロセスの高度化、取引の複雑化

等に対応するため、監査業務においても、より高い専門性が求められていま

す。当法人および他のPwCメンバーファームの専門家が、非監査業務の提供

を通じてさらにその専門性を高め、それを監査業務に還元することで監査品

質の向上にもつながると考えています。
●	非監査業務の提供にあたり被監査会社からの独立性を保持するため、また

非監査業務間の利益相反等を防止するため、当法人を含むPwCグローバル

ネットワークのメンバーファームにおける業務の受入・継続に一定の制限を設

けています。
●	非監査業務提供チームは業務提供予定先が被監査会社である場合は、監査

チームと業務提供の可否を検討し、業務提供予定先が被監査会社でない場合

は、提供（予定）業務との利益相反を確認し、業務提供の可否を検討します。特

定の非監査業務については、コンプライアンス室の確認を義務付けています。

  また、業務の受け入れにより当法人または他のPwCメンバーファームの評判

が損なわれる恐れがあるかについて、非監査業務提供チームおよび品質管理

本部が確認しています。
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対応済 対応済

対応済 対応済

対応済対応済

対応済

原則 2　組織体制（実効的な経営機能の発揮） 原則 3　組織体制（独立した立場からの経営機能の監督・評価）

監査法人は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた法人全体の組織的な運営を実現するため、実効的に経営（マネジメント）

機能を発揮すべきである。

監査法人は、監査法人の経営から独立した立場で経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて、経営の実効性の発揮を支

援する機能を確保すべきである。

● 指針2-1 
監査法人は、実効的な経営（ マネジメント）機

関を設け、組織的な運営が行われるようにす

べきである。

指針3-1 
監査法人は、経営機関による経営機能の実効

性を監督・評価し、それを通じて実効性の発

揮を支援する機能を確保するため、監督・評

価機関を設け、その役割を明らかにすべきで

ある。

●	実効的な経営が行われるように経営委員会を設置しています。経営委員会は、

代表執行役、執行役副代表、執行役常務、執行役で構成されます。経営委員

会は、毎週開催し、組織経営、監査品質、その他の案件について活発に議論

し、経営に係る意思決定を行います。
●	経営委員会の方針や決定に従い、各執行役が所管の部門のオペレーションを

担います。

●	経営委員会から独立した監視機関として、監視委員会を設けています。監視委

員会は、経営委員会の執行を監視し、代表執行役の指名（ 指名委員会）、社員の

加入脱退や評価（ 社員評価委員会）、当法人の業務執行に対する監査（ 監査委

員会）、当法人の品質管理活動の監視を行っています（ R&Q監視委員会）。
●	監査品質を高めるための経営委員会の取り組みを監督・評価する機関として、

公益監督委員会（ PIB）を設けています。

● 指針2-2
監査法人は、会計監査に対する社会の期待に

応え、組織的な運営を確保するため、以下の

事項を含め、重要な業務運営における経営機

関の役割を明らかにすべきである。
●	監査品質に対する資本市場からの信頼に大

きな影響を及ぼし得るような重要な事項につ

いて、監査法人としての適正な判断が確保さ

れるための組織体制の整備および当該体制

を活用した主体的な関与
●	監査上のリスクを把握し、これに適切に対応

するための、経済環境等のマクロ的な観点を

含む分析や、被監査会社との間での率直か

つ深度ある意見交換を行う環境の整備
●	法人の構成員の士気を高め、職業的専門家

としての能力を保持・発揮させるための人材

育成の環境や人事管理・評価等に係る体制

の整備
●	監査に関する業務の効率化及び企業におい

てもIT化が進展することを踏まえた深度ある

監査を実現するためのITの有効活用の検討・

整備

指針3-2
監査法人は、組織的な運営を確保し、公益的

な役割を果たす観点から、自らが認識する課

題等に対応するため、監督・評価機関の構成

員に、独立性を有する第三者を選任し、その

知見を活用すべきである。

●	社会的影響が大きい監査業務など、特に慎重な判断が求められる業務を定

義し、該当する業務については審査会による審議を義務付けています。
●	審査会は代表執行役が議長を務め、品質管理本部のパートナー、対象業務

に関する経験・知識を有するパートナーで構成されるため、経営者の主体的

な関与のもとで、品質管理や経験・能力の面における法人内の第一人者が議

論に加わります。
●	品質管理担当執行役からのメッセージとして、大きな問題となる前に、監査上

のリスクを経営陣と共有し、また、監査役等との連携を深めることを特に重

視しているということを、伝達しています。
●	業種別に特化した組織体制とすることで、業務部門内、監査チーム間におい

て、業種別リスクなどの情報共有、意見交換および海外を含むPwCネットワー

クとの連携等が適時に行える体制となっています。
●	品質管理本部は、監査チームに対して、特定の監査リスクの対応状況につい

て、簡易アンケートを用いた積極的な確認とフォローアップ（ リーチアウト活

動）を行い、監査チームの被監査会社との意見交換をサポートしています。
●	当法人の執行役および各業務部門長等で構成する「 人財会議 」を開催し、法

人レベルでの大局的な人材育成方針や業務部門の垣根を越えた人材配置、

整合的な人事評価のための施策を企画・モニタリングしています。
●	当法人は、Aura（ プロジェクトフローに沿った管理機能を備えた電子監査調

書システム）、Halo（ データ利用監査・分析ツール）、Connect（ 情報交換と

管理のツール）など、テクノロジーの活用に、積極的に取り組んでいます。
●	さらに、当法人が2016 年に設立した AI監査研究所では、最新のITテクノロ

ジーを活用した監査技法の開発に力を入れています。

●	公益監督委員会（ PIB）は、公益を代表する社外の有識者の目線を法人運営

に取り入れるために、社外有識者と、当法人の監視委員会議長、代表執行役

によって構成されています。社外有識者には、当法人の経営から独立した第

三者であって、経営者や市場参加者としての知識・知見を有する者を選任し

ています。

● 指針2-3
監査法人は、経営機関の構成員が監査実務に

精通しているかを勘案するだけではなく、経営

機関として、法人の組織的な運営のための機

能が十分に確保されるよう、経営機関の構成

員を選任すべきである。

指針3-3
監査法人は、監督・評価機関の構成員に選任

された独立性を有する第三者について、例えば

以下の業務を行うことが期待されることに留意

しつつ、その役割を明らかにすべきである。
●	組織的な運営の実効性に関する評価への関与
●	経営機関の構成員の選退任、評価及び報酬

の決定過程への関与
●	法人の人材育成、人事管理・評価及び報酬に

係る方針の策定への関与
●	内部及び外部からの通報に関する方針や手

続の整備状況や、伝えられた情報の検証お

よび活用状況の評価への関与
●	被監査会社、株主その他の資本市場の参加

者等との意見交換への関与

●	経営委員会の構成員は、代表執行役、執行役副代表のほか、当法人の戦略的優

先領域に従い、品質管理、金融ビジネス、製造・流通・サービス、リスク・デジタル・

アシュアランスの各領域において、高い能力を備えた者を選任しています。
●	いずれの構成員も監査実務等に係る能力を備え、リーダーシップを発揮でき

る人材であり、経営委員会において、法人の優先的な経営課題に対応し、共

通の価値観を持ちながらも異なった視点から議論ができることを考慮して選

任しています。

●	公益監督委員会（ PIB）は、以下の事項について意見交換し、経営委員会の取

り組みを監督・評価する役割を担っています。

	 ①	監査品質の維持向上を目的とした各種施策

	 ②	組織的な運営の実効性の評価

	 ③	経営委員会の構成員の選退任、評価および報酬の決定過程

	 ④	人材育成、人事管理・評価および報酬にかかわる方針の策定

	 ⑤	内部および外部からの通報に関する方針や手続の整備状況、

		  伝えられた情報の検証および活用状況の評価

	 ⑥	被監査会社、株主その他の資本市場の参加者等との意見交換の方法

	 ⑦	監査法人のガバナンス・コードの適用状況の評価

指針3-4
監査法人は、監督・評価機関がその機能を実

効的に果たすことができるよう、監督・評価機

関の構成員に対し、適時かつ適切に必要な情

報が提供され、業務遂行に当たっての補佐が

行われる環境を整備すべきである。

●	監視委員会は、代表執行役その他の執行役に対し情報提供を求める権限が

あります。また、経営委員会の内容は、タイムリーに代表執行役をはじめと

する執行役から面談等を通じて情報提供されています。
●	公益監督委員会（ PIB）は、全ての社員および職員に対し情報提供を求める

権限があります。
●	公益監督委員会（ PIB）の社外有識者に対して、事務局（アシュアランス・マネジ

メント・オフィス）が必要な情報を事前に提供するとともに、直接説明をおこなっ

ています。
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対応済

対応済

対応済

対応済

対応済

原則 4　業務運営

監査法人は、組織的な運営を実効的に行うための業務体制を整備すべきである。また、人材の育成・確保を強化し、法人内及

び被監査会社等との間において会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論を積極的に行うべきである。

指針 4-1 
監査法人は、経営機関が監査の現場からの必

要な情報等を適時に共有するとともに経営機

関等の考え方を監査の現場まで浸透させる体

制を整備し、業務運営に活用すべきである。

また、法人内において会計監査の品質の向上

に向けた意見交換や議論を積極的に行うべき

である。

●	品質管理担当執行役が、以下の手法を用いて監査現場と対話し、経営委員会

が監査の現場からの情報等を適時に共有するとともに経営委員会の方針を

監査の現場まで浸透させています。

✔	不正リスク等、監査上のリスクが高い一定の事項について、品質管理本部

に対する専門的な見解の問い合わせの実施

✔	業務部門リスク管理パートナーと業務部門品質管理担当パートナーとの月

次定例会議

✔	監査業務の事前点検等を通じて把握した監査上特に留意すべき事項に関

して、関連性のある特定の監査チームに対して、簡易アンケートを用いた積

極的な確認とフォローアップ（ リーチアウト活動）

✔	品質管理およびリスク管理上、特に慎重な対応が求められる事案に関す

る、審査会による審議
●	各業務部門に組成されたチーフオーディターは、品質管理本部の施策が各業

務部門や監査現場レベルで定着するよう支援しています。また、法人全体の

品質管理活動に役立てるため、監査現場における意見やアイデアを収集して、

品質管理本部と共有しています。また、実務的な論点や監査現場においてニー

ズが高い論点を中心にワークショップを開催するなど、業務部門内の意見交

換の促進に貢献しています。

指針 4-2
監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職

業的専門家としての能力を保持・発揮させるた

めに、法人における人材育成、人事管理・評価

及び報酬に係る方針を策定し、運用すべきで

ある。その際には、法人の構成員が職業的懐

疑心を適正に発揮したかが十分に評価される

べきである。

●	パートナーおよび職員が真のプロフェッショナルとして備えるべき素養（ “PwC 

Professional フレームワーク”）を明示しています。また、個々人の成長をサ

ポートするために“Global LDE”という制度を2018 年度より導入しています。

  当制度は単なる人事評価制度ではなく、個々人の成長を促進し、ひいては当

法人の監査業務の品質のさらなる向上と法人の成長の最大化を実現すること

を目的とした相互対話の仕組みです。
●	当法人では、以下の手法によって、整合的かつ客観的な人材育成と評価を実

施します。

✔	各監査チームにおける評価のフィードバック（ 職業的懐疑心を発揮、識別

し評価した監査リスクへの対応の適切性、文書化の適切性・適時性など、

監査業務の品質に関連する事項を重視 ）

✔	コーチによるコーチングを通じた育成と評価
●	当法人は、風通し良い文化の醸成と一人ひとりの価値向上につなげることを目

的として、360 度評価を実施しています。パートナーについては、必要に応じ

て、その結果が評価に反映されています。

指針 4-3
監査法人は、併せて以下の点に留意すべきで

ある。
●	法人のそれぞれの部署において、職業的懐

疑心を適切に発揮できるよう、幅広い知見や

経験につき、バランスのとれた法人の構成員

の配置が行われること
●	法人の構成員に対し、例えば、非監査業務の

経験や事業会社等への出向などを含め、会

計監査に関連する幅広い知見や経験を獲得

する機会が与えられること
●	法人の構成員の会計監査に関連する幅広い

知見や経験を、適正に評価し、計画的に活用

すること

●	当法人は、PwCグローバルネットワークと連携しながら、知見・経験・人材を

最大限に活用するとともに、リスクおよび品質管理の実効性を上げるため、

業種別に特化した業務部門を組成しています。
●	各業務部門では、高品質な業務を実施するために必要な人材を確保する観

点から、各業務を担当するチームメンバーを選任しています。この際に検討

する主な事項は、各人の独立性の遵守状況、業務のリスク、関与先が属する

産業に関する知識や経験、能力、必要な時間の確保、品質管理レビュー結果

および外部機関による検査の結果等です。
●	当法人は、職員が多様な経験を積み、知見と人脈を広げるため、以下の施策

を講じています。

✔	法人内の他部門（ 品質管理本部等）への異動

✔	国内外のPwCメンバーファームへの出向・赴任・転籍

✔	国内の企業、団体等（日本公認会計士協会や企業会計基準委員会等 ）へ

の出向
●	当法人では、指針2-2で記載した「 人財会議 」において、各人の知見、経験を

勘案し、業務部門の垣根を越えた最適な人材配置を行っています。

指針 4-4
監査法人は、被監査会社の CEO・CFO 等の

経営陣幹部及び監査役等との間で監査上のリ

スク等について率直かつ深度ある意見交換を

尽くすとともに、監査の現場における被監査会

社との間での十分な意見交換や議論に留意す

べきである。

●	当法人の監査アプローチ（ “PwC Audit”）では、監査リスクの評価を基本的

かつ最も重要な要素であると位置付けています。監査上のリスクを適切に評

価し対処するため、基本的に全ての監査業務において、被監査会社の経営幹

部および監査役等との監査上のリスク（不正リスクを含む）に関するディスカッ

ションの実施を義務付けています。

指針 4-5
監査法人は、内部及び外部からの通報に関す

る方針や手続を整備するとともにこれを公表

し、伝えられた情報を適切に活用すべきであ

る。その際、通報者が、不利益を被る危険を

懸念することがないよう留意すべきである。

●	当法人内外からの通報制度として、情報提供ホットラインを導入しています。

情報提供ホットラインは、法人ウェブサイトに通報方法を記載しています。
●	通報者が人事等において不利益を受けないよう、関連規程上、明文で定めて

います。
●	また、当法人のコンプライアンス室室長が、提供された情報に関するアクセ

ス権限者を選任します。この際、通報対象事項に関係を有する者にはアクセ

ス権限を付与せず、通報者の秘密を守ることにより、通報者が不測の不利益

を受ける事態も防いでいます。
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対応済

対応済

対応済

対応済

対応済

原則 5　透明性の確保

監査法人は、本原則の適用状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよう、十分な透明性を確保すべきである。

また、組織的な運営の改善に向け、法人の取り組みに対する内外の評価を活用すべきである。

指針 5-1 
監査法人は、被監査会社、株主、その他の資

本市場の参加者等が評価できるよう、本原則

の適用の状況や、会計監査の品質の向上に向

けた取り組みについて、一般に閲覧可能な文

書、例えば「 透明性報告書」といった形で、わ

かりやすく説明すべきである。

●	当法人は、監査の品質に対する取り組みについてより積極的に説明するため、

2015 年より、「 監査品質に関する報告書」を公表しています。
●	本原則の適用状況は「 監査品質に関する報告書」において継続的に報告し

ます。

高度化の方針：

資本市場の参加者等との意見交換の頻度および深度を高めることで、

当法人の監査品質の向上に向けた取り組みとその結果の開示をレベル

アップし、より適切に評価を受けることができるようにします。

指針 5-2
監査法人は、併せて以下の項目について説明

すべきである。
●	会計監査の品質の持続的な向上に向けた、

自ら及び法人の構成員がそれぞれの役割を

主体的に果たすためのトップの姿勢
●	法人の構成 員が共通に保 持すべき価値観

及びそれを実 践 するための 考え方や行 動

の指針
●	法人の業務における非監査業務（ グループ内

を含む。）の位置づけについての考え方
●	経営機関の構成や役割
●	監 督・評 価機 関の構成 員に選任された独

立性を有する第三者の選任理由、役割及び

貢献
●	監督・評価機関を含め、監査法人が行った、

監査品質の向上に向けた取組みの実効性の

評価

●	本冊子「 監査品質に関する報告書 2017」において、以下の点を説明してい

ます。

✔	監査品質に関するマネジメントの姿勢

✔	当法人のパートナーおよび職員が共有する価値観である“Values and Be-

haviours”

✔	非監査業務を提供する意義

✔	当法人のガバナンス体制および各機関の役割

✔	公益監督委員会（ PIB）の社外有識者の選任理由、役割および貢献、活動

報告

✔	監査業務の定期的検証の結果

指針 5-3
監査法人は、会計監査の品質の向上に向けた

取組みなどについて、被監査会社、株主、その

他の資本市場の参加者等との積極的な意見交

換に努めるべきである。その際、監督・評価

機関の構成員に選任された独立性を有する第

三者の知見を活用すべきである。

●	当法人では、当法人と上場会社の監査役等との対話を促進すべく、「 PwCあら

た監査役懇話会」および「 PwCあらた Audit Committee Network」を開催

しています。
●	PwCグローバルネットワークのInvestor Community Engagementと称す

る専任者によるチームが Investor Surveyの実施、調査報告書作成、ワー

クショップの開催等を行っています。当法人は、このような PwCグローバル

の活動に参画し、わが国のアナリスト・投資家等と会計および監査に関連す

る事項について定期的に対話を行っています。
●	社外有識者とアナリスト・投資家等との意見交換の方法については、公益監

督委員会（ PIB）の社外有識者と協議の上、対話を行っています。

指針 5-4
監査法人は、本原則の適用の状況や監査品質

の向上に向けた取組みの実効性を定期的に評

価すべきである。

●	本原則の適用の状況について毎年評価し、毎年「 監査品質に関する報告書」

において報告します。
●	また、監査品質の継続的な向上に向けた取り組みの実効性を評価するため、

監査業務の定期的検証を行っています。

高度化の方針：

経営委員会が独立性を考慮し、定期的検証、内部監査、資本市場の参

加者等からの評価等をもとに、本原則の適用状況の評価を行います。

その結果をガバナンス機関に報告し、フィードバックを受けています。

このような年間を通じた取り組みにより、実効性を高めていくことを予

定しています。

指針 5-5
監査法人は、資本市場の参加者等との意見交

換から得た有益な情報や、本原則の適用の状

況などの評価の結果を、組織的な運営の改善

に向け活用すべきである。

●	当法人は、資本市場の参加者等との意見交換から得た意見や、本原則の適

用の状況などの評価の結果を分析し、法人運営の改善に向けて活用してい

ます。
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原則・指針 参照

【 監査法人が果たすべき役割 】

原則
1

監査法人は、会計監査を通じて企業の財務情報の信頼性を確保し、資本市場の参加者等の保護を図り、もって国民経済の健全な発展に寄与する公益
的な役割を有している。これを果たすため、監査法人は、法人の構成員による自由闊達な議論と相互啓発を促し、その能力を十分に発揮させ、会計
監査の品質を組織として持続的に向上させるべきである。

指針
1-1

監査法人は、その公益的な役割を認識し、会計監査の品質の持続的な向上に向
け、法人の社員が業務管理体制の整備にその責務を果たすとともに、トップ自
ら及び法人の構成員がそれぞれの役割を主体的に果たすよう、トップの姿勢を
明らかにすべきである。

● ガバナンスと組織（代表執行役） （P.31）
● 組織文化の浸透と発展 （P.40）

指針
1 - 2

監査法人は、法人の構成員が共通に保持すべき価値観を示すとともに、それを
実践するための考え方や行動の指針を明らかにすべきである。

● 監査部門トップからのメッセージ （P.4-5）
● PwCあらたの「人材」 （P.22-23）

指針
1-3

監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職業的懐疑心や職業的専門家として
の能力を十分に保持・発揮させるよう、適切な動機付けを行うべきである。

● 人事評価 （P.48）

指針
1-4

監査法人は、法人の構成員が、会計監査を巡る課題や知見、経験を共有し、積
極的に議論を行う、開放的な組織文化・風土を醸成すべきである。

● 組織文化の浸透と発展（相互に敬意を払い率直な意見交換を行
える風土） （P.40）

指針
1-5

監査法人は、法人の業務における非監査業務（グループ内を含む。）の位置づけ
についての考え方を明らかにすべきである。

● 非監査業務を提供する意義 （P.54）

【 組織体制 】

原則
2

監査法人は、会計監査の品質の持続的な向上に向けた法人全体の組織的な運営を実現するため、実効的に経営（マネジメント）機能を発揮すべきで
ある。

指針
2-1

監査法人は、実効的な経営（マネジメント）機関を設け、組織的な運営が行わ
れるようにすべきである。

● ガバナンスと組織 （P.30-32）

指針
2-2

監査法人は、会計監査に対する社会の期待に応え、組織的な運営を確保するた
め、以下の事項を含め、重要な業務運営における経営機関の役割を明らかにす
べきである。

● 監査品質に対する資本市場からの信頼に大きな影響を及ぼし得るような重要
な事項について、監査法人としての適正な判断が確保されるための組織体制
の整備及び当該体制を活用した主体的な関与

● 品質管理本部によるサポートおよびモニタリング（審査会による
審議） （P.63）

● 監査上のリスクを把握し、これに適切に対応するための、経済環境等のマク
ロ的な観点を含む分析や、被監査会社との間での率直かつ深度ある意見交換
を行う環境の整備

● 監査の実施 （当法人の監査アプローチ“PwC Audit”） （P.60）
● 業種別組織による専門性の醸成 （P.14-15）
● 品質管理本部によるサポートおよびモニタリング（品質管理本部

から監査チームに対する積極的な問いかけ（“Reach Out”「リー
チアウト活動」）） （P.62）

● 法人の構成員の士気を高め、職業的専門家としての能力を保持・発揮させる
ための人材育成の環境や人事管理・評価等に係る体制の整備

● PwCあらたの「人材」 （P.22-23）

●　監査に関する業務の効率化及び企業においてもIT 化が進展することを踏ま
えた深度ある監査を実現するためのITの有効活用の検討･整備

● テクノロジーを利用した監査の変革 （P.16-17） 
● 監査品質を支えるテクノロジー （P.70-71）

指針
2-3

監査法人は、経営機関の構成員が監査実務に精通しているかを勘案するだけで
はなく、経営機関として、法人の組織的な運営のための機能が十分に確保され
るよう、経営機関の構成員を選任すべきである。

● ガバナンスと組織（経営委員会） （P.31）
● ガバナンスと組織（代表執行役） （P.31）

原則
3

監査法人は、監査法人の経営から独立した立場で経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて、経営の実効性の発揮を支援する機能を確保すべ
きである。

指針
3-1

監査法人は、経営機関による経営機能の実効性を監督・評価し、それを通じて 
実効性の発揮を支援する機能を確保するため、監督・評価機関を設け、その役
割を明らかにすべきである。

● ガバナンスと組織（ ガバナンス体制 ） （ P.30 ）
● ガバナンスと組織（ 監視委員会 ） （ P.32 ）
● 監視委員会議長からのメッセージ （ P.33 ）
● 公益監督委員会 （PIB） （P.34）
● 公益監督委員会 （PIB）議長からのメッセージ （ P.35-38）

指針
3-2

監査法人は、組織的な運営を確保し、公益的な役割を果たす観点から、自らが
認識する課題等に対応するため、監督・評価機関の構成員に、独立性を有する 
第三者を選任し、その知見を活用すべきである。

● 公益監督委員会 （PIB） （P.34）
● 公益監督委員会 （PIB）議長からのメッセージ （ P.35-38）

指針
3-3

監査法人は、監督・評価機関の構成員に選任された独立性を有する第三者につ
いて、例えば以下の業務を行うことが期待されることに留意しつつ、その役割
を明らかにすべきである。
● 組織的な運営の実効性に関する評価への関与
● 経営機関の構成員の選退任、評価及び報酬の決定過程への関与
● 法人の人材育成、人事管理・評価及び報酬に係る方針の策定への関与
● 内部及び外部からの通報に関する方針や手続の整備状況や、伝えられた情報

の検証及び活用状況の評価への関与
● 被監査会社、株主その他の資本市場の参加者等との意見交換への関与

● 公益監督委員会 （PIB） （P.34）
● 公益監督委員会 （PIB）議長からのメッセージ （ P.35-38）

指針
3-4

監査法人は、監督・評価機関がその機能を実効的に果たすことができるよう、 
監督・評価機関の構成員に対し、適時かつ適切に必要な情報が提供され、業務
遂行に当たっての補佐が行われる環境を整備すべきである。

● ガバナンスと組織（ 監視委員会 ）（ P.32 ）
● 監視委員会議長からのメッセージ （ P.33 ）
● 公益監督委員会 （PIB） （P.34）
● 公益監督委員会 （PIB）議長からのメッセージ （ P.35-38）

原則・指針 参照

【 業務運営 】

原則
4

監査法人は、組織的な運営を実効的に行うための業務体制を整備すべきである。また、人材の育成・確保を強化し、法人内及び被監査会社等との間
において会計監査の品質の向上に向けた意見交換や議論を積極的に行うべきである

指針
4-1

監査法人は、経営機関が監査の現場からの必要な情報等を適時に共有するとと
もに経営機関等の考え方を監査の現場まで浸透させる体制を整備し、業務運営
に活用すべきである。また、法人内において会計監査の品質の向上に向けた意
見交換や議論を積極的に行うべきである。

● PwCあらたの「品質管理」 （P.24-25）
● 監査チームの組成と支援体制 （P.58-59）
● 監査の実施 （P.60-61）
● 品質管理本部によるサポートとモニタリング （P.62-63）

指針
4-2

監査法人は、法人の構成員の士気を高め、職業的専門家としての能力を保持・
発揮させるために、法人における人材育成、人事管理・評価及び報酬に係る方
針を策定し、運用すべきである。その際には、法人の構成員が職業的懐疑心を
適正に発揮したかが十分に評価されるべきである。

● 採用・人材育成（Global LDEによる育成・評価） （P.45）
● 人事評価 （P.48）

指針
4-3

監査法人は、併せて以下の点に留意すべきである。
● 法人のそれぞれの部署において、職業的懐疑心を適切に発揮できるよう、幅

広い知見や経験につき、バランスのとれた法人の構成員の配置が行われる
こと

● 法人の構成員に対し、例えば、非監査業務の経験や事業会社等への出向など
を含め、会計監査に関連する幅広い知見や経験を獲得する機会が与えられ
ること

● 法人の構成員の会計監査に関連する幅広い知見や経験を、適正に評価し、計
画的に活用すること

● 業種別組織による専門性の醸成 （P.14-15）
● 人材交流 （P.50-51）
● PwCあらたの「人材」 （P.22-23）

指針
4-4

監査法人は、被監査会社のCEO・CFO 等の経営陣幹部及び監査役等との間で
監査上のリスク等について率直かつ深度ある意見交換を尽くすとともに、監査
の現場における被監査会社との間での十分な意見交換や議論に留意すべきで
ある。

● 監査の実施（当法人の監査アプローチ“PwC Audit”） （P.60）

指針
4-5

監査法人は、内部及び外部からの通報に関する方針や手続を整備するとともに
これを公表し、伝えられた情報を適切に活用すべきである。その際、通報者が、
不利益を被る危険を懸念することがないよう留意すべきである。

● 不正リスクへの対応（職業的専門家としての懐疑心の保持および
発揮） （P.64）

【 透明性の確保 】

原則
5

監査法人は、本原則の適用状況などについて、資本市場の参加者等が適切に評価できるよう、十分な透明性を確保すべきである。また、組織的な運
営の改善に向け、法人の取組みに対する内外の評価を活用すべきである。

指針
5-1

監査法人は、被監査会社、株主、その他の資本市場の参加者等が評価できるよ
う、本原則の適用の状況や、会計監査の品質の向上に向けた取組みについて、
一般に閲覧可能な文書、例えば「透明性報告書」といった形で、わかりやすく
説明すべきである。

● 2015年より、「監査品質に関する報告書」を公表しています。

指針
5-2

監査法人は、併せて以下の項目について説明すべきである。

● 会計監査の品質の持続的な向上に向けた、自ら及び法人の構成員がそれぞれ
の役割を主体的に果たすためのトップの姿勢

● 組織文化の浸透と発展（執行役・パートナー・職員間のコミュニ
ケーション） （P.40）

● 法人の構成員が共通に保持すべき価値観及びそれを実践するための考え方や
行動の指針

● 監査部門トップからのメッセージ （P.4-5）

● 法人の業務における非監査業務（グループ内を含む。）の位置づけについての
考え方�

● 非監査業務を提供する意義 （P.54）

● 経営機関の構成や役割 ● ガバナンスと組織 （P.30-32）

● 監督・評価機関の構成員に選任された独立性を有する第三者の選任理由、役
割及び貢献

● 公益監督委員会 （PIB） （P.34）
● 公益監督委員会 （PIB）議長からのメッセージ （ P.35-38）

● 監督・評価機関を含め、監査法人が行った、監査品質の向上に向けた取組み
の実効性の評価

● 公益監督委員会（PIB）議長のメッセージを受けて（P.39）
● 監査業務の定期的検証 （P.66-67）

指針
5-3

監査法人は、会計監査の品質の向上に向けた取組みなどについて、被監査会社、
株主、その他の資本市場の参加者等との積極的な意見交換に努めるべきであ
る。その際、監督・評価機関の構成員に選任された独立性を有する第三者の知
見を活用すべきである。

● ステークホルダーとの対話 （P.72-75）

指針
5-4

監査法人は、本原則の適用の状況や監査品質の向上に向けた取組みの実効性を
定期的に評価すべきである。

● 監査法人のガバナンス・コードへの対応 （P.78-89）
● 監査業務の定期的検証 （P.66-67）

指針
5-5

監査法人は、資本市場の参加者等との意見交換から得た有益な情報や、本原
則の適用の状況などの評価の結果を、組織的な運営の改善に向け活用すべき
である。

● 公益監督委員会（PIB）議長のメッセージを受けて （P.39）
● ステークホルダーとの対話 （P.72-75）

参照表
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世界がソーシャルメディアでつなが

り、デジタル技術により従来とは全く異

なる発想がいとも簡単に現実のビジネ

スとなる一方、世界の地政学的なリス

クは確実に高まっています。企業にとっ

てこれは、今まで成長を支えてきた既

存モデルが破壊的な挑戦を受けている

ことを意味しています。企業経営は複

雑さを増しており、実効性の高いガバ

ナンスを期待する声は強くなるばかり

です。日本の大企業においても、海外

M&Aの失敗、海外子会社の不正、製品

品質問題に起因するグローバルサプラ

イチェーンでの信頼毀損等、大きな課

題に直面しています。

私たちは、日本企業や社会の持続的

な成長のために、常に「 信頼 」される

パートナーでありたいと願っています。

そのためには、私たち一人ひとりがプロ

フェッショナルとして絶えず成長して

いくことが不可欠です。常に世の中の

半歩先を行く気概と矜持を持って、企

業の重要な課題を解決することに貢献

することで、社会における付加価値、企

業の付加価値の創出に寄与することを

目指しています。

PwCは、世界 158 カ国に及ぶグロー

バルネットワークに 23 万 6,000 人以上

のプロフェッショナルを有し、高品質な

監査、税務、アドバイザリーサービスを

提供しています。PwC Japanも、PwC

グローバルネットワークの一員として、

複雑化・多様化する企業の経営課題に

対し、監査およびアシュ アランス、コ

ンサルティング、ディールアドバイザ

リー、税務、そして法務において卓越し

た専門性を有するプロフェッショナル

が、より大きな付加価値の創出に努め

ています。また、複雑化・多様化する

企業の経営課題に対応するため、従来

の縦割り組織によるサービスの提供で

はなく、企業の課題に応じて PwCの総

力を挙げたサービス提供にも努めてい

ます。

PwC Japanの中で監査およびアシュ

アランス業務に従事する PwCあらた有

限責任監査法人は、PwC Japanの一員

として、常に「 社会における信頼の構

築 」と「 重要な課題の解決 」という存在

意義に立ち返り、厳正かつ公正な高品

質の監査を実践することで、経済の健

全な発展に寄与すべく尽力しています。

当法人は、監査に対する社会の信頼を

向上させるためにゼロスタートで立ち

上げた法人であり、従来の発想にとら

われず、より幅広い視野をもった監査

以外の専門家の知見も取り入れながら、

重要な問題の解決に取り組んでいます。

例えば、データアナリティクス等のデジ

タル対応を積極的に推進していますし、

海外子会社の不正などによる信頼の毀

損に対しては、PwCネットワークファー

ムと連携し、フォレンジックテクノロ

ジーや専門家を効果的に活用していま

す。このように、企業の経済環境およ

び課題の変化に合わせ、PwCネットワー

クファームとの連携強化、デジタル対

応、不正対応などさまざまな改革や取

り組みを推し進めています。また、公

益監督委員会（ Public Interest Body ）

における指摘、ステークホルダーとの

対話から得たインサイト、日々の監査

現場から得られる学びを生かし、監査

を持続的に高度化しています。そして、

これらの当法人の活動、取り組みなど

をわかりやすく開示するために、監査

品質を高める活動の詳細を「 監査品質

に関する報告書 」として 2015 年 12 月

より発刊してきました。

このように監査業界やそのステーク

ホルダーを取り巻く環境は激変してい

るものの、私たちの社会的使命は変わ

りません。むしろ、この変革の時代に

おいて、その使命はより明確になって

います。当法人は、ステークホルダー

の皆さまにとって常に価値のある、信

頼される存在であり続けるように、日々

「 あらた 」な挑戦を重ね、たゆまぬ努力

を継続してまいります。

代表執行役　木村 浩一郎

ステークホルダーの皆さまにとって
常に信頼される存在であり続けるよう
日 「々あらた 」な挑戦を重ね、
たゆまぬ努力を継 続してまいります

代表執行役からのメッセージ
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2017年度

42,321
百万円

非監査報酬

20,668
監査報酬

21,653
百万円 百万円

業務収入

2016年度：37,032百万円

2017年度

2,248
社

非監査業務

1,120
監査業務※

1,128
社 社

クライアント数

2016年度：2,005社

※監査業務数の内訳
　金商法・会社法監査 136 ／金商法監査 52 ／会社法監査 459 ／
　学校法人監査 2／その他の法定監査 148 ／その他の任意監査 331

要約貸借対照表  （単位：百万円）

   2016 年 6 月期 2017 年 6 月期

 流動資産  14,751 14,255

 固定資産  12,053 16,502

 　資産合計  26,804 30,758

 流動負債  12,319 12,547

 固定負債  3,491 6,477

 　負債合計  15,810 19,024

 資本金・資本剰余金 1,981 2,148

 利益剰余金 9,013 9,585

  純資産合計  10,994 11,733

 　負債および純資産合計  26,804 30,758

要約損益計算書  （単位：百万円）

   2016 年 6 月期 2017 年 6 月期

 業務収入  37,032 42,321

 業務費用  33,549 41,144

 　営業利益 3,482 1,176

 営業外損益  96 8

 　経常利益 3,578 1,184

当法人の2016年度および2017年度の要約財務諸表は次のとおりです。なお、当法人の財務諸表は、他の

独立会計監査人による監査を受けています。詳細はウェブサイトをご参照ください。

要約財務諸表

その他の指標

当法人の業務収入の内訳およびクライアント数の

内訳は、下記のとおりです。なお、非監査業務の提

供先の大部分は、被監査会社以外の企業です。

監査業務の提供による知識・経験と非監査業務の

提供による知識・経験は、両分野の業務品質を相互

に高める効果があるものと考えており、適度なバラン

スにより、両分野の業務品質の向上を図っています。

財政状態および経営成績
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上場会社等被監査会社リスト

日本ドライケミカル株式会社
株式会社高田工業所
東芝プラントシステム株式会社
株式会社 LIFULL
B–R サーティワン アイスクリーム株式会社
株式会社エプコ
エムスリー株式会社
ジャパン･フード&リカー ･アライアンス株式会社
タビオ株式会社
株式会社トーメンデバイス
株式会社ジェイグループホールディングス
あいホールディングス株式会社
アークランドサービスホールディングス株式会社
トヨタ紡織株式会社
イオンリート投資法人
インベスコ・オフィス・ジェイリート投資法人
株式会社フェリシモ
株式会社クラレ
旭化成株式会社
ヘルスケア&メディカル投資法人
ラサールロジポート投資法人
マリモ地方創生リート投資法人
大江戸温泉リート投資法人
さくら総合リート投資法人
株式会社バロックジャパンリミテッド
共和レザー株式会社
株式会社ボルテージ
株式会社ネクソン
株式会社ロックオン
ガンホー・オンライン・エンターテイメント
　株式会社
株式会社ブロードバンドタワー
王子ホールディングス株式会社
大王製紙株式会社
LINE株式会社
国際チャート株式会社
旭有機材株式会社
株式会社 Jストリーム
株式会社インテージホールディングス
株式会社山田債権回収管理総合事務所
応用技術株式会社
株式会社ツムラ
みらかホールディングス株式会社
大正製薬ホールディングス株式会社
株式会社フォーカスシステムズ
株式会社構造計画研究所

株式会社フルキャストホールディングス
デクセリアルズ株式会社
北興化学工業株式会社
昭和シェル石油株式会社
東亜石油株式会社
大和工業株式会社
愛知製鋼株式会社
株式会社メタルアート
株式会社フジクラ
オーナンバ株式会社
株式会社ファインシンター
株式会社アイ・アール ジャパンホールディングス
トレンダーズ株式会社
パンチ工業株式会社
株式会社メタップス
株式会社ベルシステム24ホールディングス
ソネット・メディア・ネットワークス株式会社
株式会社豊田自動織機
株式会社ニューフレアテクノロジー
サトーホールディングス株式会社
株式会社ハーモニック・ドライブ・システムズ
株式会社アイチコーポレーション
株式会社小森コーポレーション
酒井重工業株式会社
株式会社ダイフク
株式会社キトー
大豊工業株式会社
株式会社東芝
東芝テック株式会社
芝浦メカトロニクス株式会社
西芝電機株式会社
株式会社大泉製作所
株式会社コンテック
沖電気工業株式会社
株式会社ワコム
株式会社アルバック
シャープ株式会社
ソニー株式会社
天昇電気工業株式会社
澤藤電機株式会社
トヨタ自動車株式会社
日野自動車株式会社
株式会社タチエス
アイシン精機株式会社
株式会社エクセディ
豊田合成株式会社

株式会社ゼンショーホールディングス
株式会社カーチスホールディングス
株式会社うかい
白銅株式会社
株式会社シード
ノーリツ鋼機株式会社
株式会社日本創発グループ
ニホンフラッシュ株式会社
トッパン・フォームズ株式会社
ホクシン株式会社
株式会社ヴィア・ホールディングス
ピジョン株式会社
兼松サステック株式会社
豊田通商株式会社
兼松株式会社
兼松エレクトロニクス株式会社
ユニ・チャーム株式会社
株式会社サンゲツ
加賀電子株式会社
株式会社 AOKIホールディングス
松井証券株式会社
ソニーフィナンシャルホールディングス株式会社
東京海上ホールディングス株式会社
日本リテールファンド投資法人
東急リアル・エステート投資法人
福岡リート投資法人
株式会社アイドママーケティング
	 コミュニケーション
イーレックス株式会社
株式会社レノバ
株式会社アイネット
株式会社シーイーシー
トランス・コスモス株式会社
日本管財株式会社
株式会社オオバ
コナミホールディングス株式会社
リーバイ・ストラウス ジャパン株式会社
アークランドサカモト株式会社
株式会社イエローハット
JBCCホールディングス株式会社
株式会社ジョリーパスタ
株式会社ココスジャパン

※ 証券番号順に記載。

2017年6月30日現在における当法人の上場会社等の被監査会社は、以下のとおりです。
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名　称	 PwCあらた有限責任監査法人
	 www.pwc.com/jp/assurance

設　立	 2006年 6月1日

代表者	 代表執行役 木村 浩一郎

人員数	 パートナー . . . . . . . . . . . . . . . .                130名
	 公認会計士 . . . . . . . . . . . . . . . .                886名
	 会計士補・全科目合格者 . . . . .     507名
	 USCPA・その他専門職員  . . . .    826名
	 事務職員 . . . . . . . . . . . . . . . . . .                 509名
	 合計  . . . . . . . . . . . . . . . . . . .                   2,858名	（2017年6月30日現在）

所在地	 ●東京
	 〒100-0004
	 東京都千代田区大手町1-1-1大手町パークビルディング
	 Tel	：03-6212-6800（代表）
	 Fax	：03-6212-6801

	 ●名古屋
	 〒450-6038
	 愛知県名古屋市中村区名駅1-1-4JRセントラルタワーズ38F
	 Tel	：052-588-3951（代表）
	 Fax	：052-588-3952

	 ●大阪（2017年12月より下記の住所に移転予定）
	 〒530-0011
	 大阪府大阪市北区大深町4-20グランフロント大阪タワー A36F
	 Tel	：06-6375-2610（代表）
	 Fax	：06-6375-2611

	 ●福岡
	 〒812-0012
	 福岡県福岡市博多区博多駅中央街8-1JRJP博多ビル4F
	 Tel	：092-477-7600（代表）
	 Fax	：092-477-7601

本誌に対するご意見・ご感想は下記メールアドレスまでお寄せください。

pwcjppr@jp.pwc.com
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